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本文は p.11 へ
我が国における花粉症対策の展望
　1963 年にスギ花粉による花粉症が初めて学会で報告されてから、40年以上が経過した。
その間、スギ花粉症患者は増加し、現在では国民の５～６人に１人は花粉症に罹患して
いるとまで言われるようになった。また、スギ花粉症に係る直接・間接の医療費は年間
総額 2,860 億円にのぼるとの推計もある。スギ花粉症増加の最も重要な要因がスギ・ヒノ
キ林面積の拡大に伴う環境中花粉量の増大と、その帰結としての曝露量・曝露頻度の増
大にあることは明らかである。1975 年以降の樹齢 30年以上のスギ林面積増加とスギ花粉
症患者の増加傾向とが符合していることが示されている。
　2004 年度末に総合科学技術会議のもとに関係省庁の幹部及び花粉症の専門家による花
粉症対策研究検討会が設置され、関係省庁（文部科学省、厚生労働省、農林水産省、環境省、
気象庁）における花粉症対策研究の総合的な推進を図ることとなった。これらの取り組
みのうち花粉症対策に関わるものは、発生源抑制対策、曝露軽減対策、予防・治療対策
に大別できる。本稿では、これらの対策の内容を紹介するとともに、効率的な発生源対
策と対策効果の評価、ならびに予防・治療対策において克服すべき課題を明らかにした。
　効率的な発生源対策としては、農水省・林野庁と環境省、気象庁でそれぞれ進められ
ている発生源対策と花粉飛散予測システム開発の連携をさらに強化して、全国のスギ・
ヒノキ林について人口集団への花粉曝露寄与度マップを作成し、発生源対策を施すべき
スギ・ヒノキ林の優先度を決め、その上で対策費用、必要な人員を見積もって、対策全
体のロードマップを示す必要がある。また、曝露軽減対策に関しては、現状では、ある
地域のスギ・ヒノキ林に発生源対策を行った結果として花粉飛散数がどれぐらい減少す
るかという推測が可能となっても、その結果として花粉への感作率（花粉抗体保有率）
がどの程度低下するかを予測することが困難である。そのため花粉への曝露量と花粉に
よるアレルギー反応との関係を明らかにするための研究を進める必要がある。一方、現
在重点的に進められている予防・治療対策は、基礎的な研究の成果を見る限り実用化に
向けて期待が持てるものであるが、今後は臨床試験を実施し、医薬品としての承認を得
るための研究支援が必要である。実用化には製薬メーカー等との共同開発が必須であり、
共同開発で生じうる問題点をあらかじめ明確にしておかなければならない。
　花粉症に限らずアレルギー疾患全体の世界的な増加傾向も顕著である。スギ花粉症増
加の背景にはスギ・ヒノキ林面積増大という特殊性があるものの、基本的にはアレルギ
ー疾患全体の予防・治療対策の中での位置づけを明確にして上で研究開発に取り組むべ
きであろう。
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ナノテクノロジー開発の促進に向けた
ナノシミュレーション技術の普及
　計算機シミュレーションによる設計技術は、すでに多くの産業分野で利用され開発
の効率化に寄与している。一方ナノメートル（10 億分の１メートル）スケールの材料・
デバイス設計に対するシミュレーション技術、いわゆるナノテクノロジーのシミュレ
ーション技術には、その微小スケールゆえの経験データの蓄積の難しさを考慮しかつ精
度を重視した、量子力学をベースとするモデリングが必要となってくる。それはちょう
どナノサイエンス（基礎科学）の研究者が用いている先端シミュレーション（ナノシミ
ュレーション）技術を利用すればよいことに対応する。しかしナノサイエンスの科学者
とナノテクノロジーの応用開発技術者の間には、対象スケールや現象の捉え方に関して
依然ギャップが存在しており、その技術移転は一筋縄ではいかない。そこで、どのよう
にしたらこのナノシミュレーション技術を開発技術者または一般ユーザーに効果的に普
及・技術移転できるかを検討するのが本稿の主題である。ここでは米国・欧州における
ナノシミュレーション技術の普及に関する動向及び日本の現状を分析しながら、我が国
が今後行っていくべき施策について考えていく。
　米国では国家ナノテクノロジーイニシアティブの政策のもと、様々な公的機関がナ
ノテクノロジーの開発促進、技術移転、啓蒙、人材育成に取り組んでいる。その一環と
して、一般ユーザー向けのネットワークが構成され、ナノテクノロジー開発技術者や学
生が容易にナノシミュレーションのソフトウェア群にアクセスできるようなサポート体
制・web 環境・教育環境が整備されつつある。一方、欧州ではまだ各プロジェクトレベ
ルでナノテクノロジー開発に向けたナノシミュレーション技術の移転が行われているに
過ぎないが、もともとナノシミュレーション計算手法・コードの開発及び講習会等によ
る教育活動については高い意識と経験を持っており、ナノシミュレーション技術自体の
潜在能力はかなり高い。
　日本でもこの分野のソフトウェア開発と普及を謳ったプロジェクトは既に存在し、方
向性としては必ずしも後塵を拝しているわけではない。しかしソフトウェア公開後のサ
ポート、公開ソフトウェアのクオリティ、そして新規計算手法開発スキルにおける若干
の見劣り感は否めない。これらの問題点を改善するためには①公開ソフトウェアのサポ
ート活動まで含めた長期的な評価の導入、②ソフトウェア開発・サポート向けテクニシ
ャンの地位確立、③研究者‐テクニシャン‐ユーザーのリンクの維持、④ナノシミュレ
ーションソフトウェアのハブ形成、⑤新規計算手法開発に焦点を当てたプロジェクト拡
大、などといった施策を推進して行く必要があると考えられる。これらの施策が、ナノ
シミュレーション技術の普及に効果があることはほぼ間違いなく、これらの動きを通し
てナノサインスとナノテクノロジーの連携を強めていくことが、必ず将来の日本のナノ
テクノロジー発展につながっていくと期待される。
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石油・天然ガス資源の
探査・開発・生産に関する技術開発の動向
　我が国のエネルギー供給見通しによれば、今後 30年、石油および天然ガスが全エネル
ギー供給量の過半を占める見通しである。原油の可採年数は、確認可採埋蔵量から 50年
程度とされる。一方、世界の一次エネルギー消費は今後も拡大する。特に、中国、イン
ドという巨大人口国の急速な経済成長が必要とする一次エネルギーは膨大であり、2030
年にはこの２国で世界のエネルギー消費の 1/4を占めるとされている。両国の化石資源、
特に石油・天然ガス権益の確保競争は過熱しており、石油価格の高騰高止まりの一因と
なっている。
　我が国は、エネルギー消費量を減少させ、かつ再生可能なエネルギーへのシフトを基
本としているが、2030 ～ 2050 年の化石資源から再生可能エネルギーへの移行期までの
間、充分な化石資源の供給を確保する機動的なエネルギー政策が不可欠である。本稿では、
石油資源の上流分野の主要技術を概観し、今後の技術開発の方向を探り、日本の状況を
国際的に位置づけるとともに必要な政策を考察した。
　現在、国際的には石油大企業および産油国営石油企業がオーナーとして、資源開発を
行っている。それらを支える技術サービスにもまた、国際的なヒエラルギーが形成され
ている。地形航空調査に始まって、物理探査や化学探査が実施されているが、人工地震
の反射波の解析から地下地層を推定し、石油や天然ガスの存在可能な地層を見出す地震
探査も今後最も有効な技術と見なされる。多重波の解析とコンピューターシミュレーシ
ョンおよびその図形表示が今後、さらに進歩する。こうした探査に基づいて、試掘され
た岩石の分析、場合によってはガスや油層を直接探知する等の地下構造・地下資源デー
タの総合的解析によって、生産開発の可否が決定される。生産開始後の生産性の維持・
向上のために、地下地層、ガス・油層、生産物の地下地上境界での変化を把握・予測し、
解決手段を講ずる技術も進展してきている。
　石油・天然ガス資源供給を確保するための政策は多面的でなければならない。我が国
においても、オーナー企業が充分な資金力とプロジェクト経験を蓄え、技術サービス企
業が高い技術と実績を獲得し、我が国の高い工業技術力を背景に先端技術の導入を進め
るための戦略が必要であろう。これら資源の探査（探鉱）・開発・生産の上流分野において、
国際競争力のある高い技術、強力な産業、それらを支える人材を有するための政策が必
要である。
　今後、上流の要素技術としては、高度なセンサー、情報通信、情報解析、高度な掘削
機械および材料、その高度な３次元制御、ロボット誘導による地下情報の取得、地下層
の時間変化をもファクターとする４次元情報の解析・シミュレーション・グラフィック
ス技術の開発が進み、厳しい環境の地域や深海での開発が拡大していくであろう。こう
した資源上流技術展開の最先端分野において、日本は強力な技術基盤を有している。こ
の資源上流の最先端技術開発をさらに推進することによって、たしかな優位性が確保で
きると考えられる。ただしそのためには、各技術が経験と実績によって裏打ちされるこ
とが必要である。それだけでなく、開発業務が民族の対立や国際的な権益競争のなかで
おこなわれることから、確かな知識・技術とともに、賢明さだけでなく、精神的なタフ
さをもあわせ持つ人材を養成する努力が必要である。
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 情報分野 TOPICS Information & communication
　東京大学大学院の坂村 健 教授らの研究グループは、約35万文字の漢字フォント、「Ｔ書体フォント」
を開発し、2005 年12月に行われた研究開発成果の展示会講演で、その無償公開を開始すると発表し
た。従来の JIS漢字コードと呼ばれる文字コードの設計では、コンピュータの演算能力、記憶容量が低
い状況を前提としており、当時のコンピュータでも取り扱えるよう優先順位の高い六千数百字を割り当て
た。情報をネットワークで伝達することが重要になった現在、10万を越える文字を扱える文字コード体
系と、それを表示するための大規模フォントは非常に重要である。今回の発表は、名前、土地名など日
常的な文字利用と、古典、漢籍など学術的文献の電子化に加えて、異機種コンピュータ間の外字問題を
解決する文字体系のハブとなる基盤を提供しようという狙いがあると見られる。
　東京大学大学院の坂村 健 教授らの研究グループ
は、約 35万文字の漢字フォント、「Ｔ書体フォント」
を開発し、2005年 12月に行われた研究開発成果の
展示会講演で、その無償公開を開始すると発表し
た１、２）。
　このフォントセットは、1995 年から日本語の文
字を電子化するプロジェクトとしてスタートし、
東京大学の多国語処理研究会によって拡張が進め
られている ｢GT書体フォント３）｣ の約８万文字
および、今回新たに収集された宋・明代の異体字
３万５千文字、金文の解釈用の文字や非漢字など
合わせて、115,739 文字に対して開発された、明
朝、ゴシック、楷書の３書体、合計約 35 万字と
いう大フォントセットである。Ｔ書体フォントは、
TreuTypeフォントのため印刷や画面上の拡大縮小
に耐える実用的なフォントである。
　Ｔ書体フォントは、坂村教授が提唱し現在組み
込み型のコンピュータシステムで利用されている
TRONとよばれるオペレーティングシステム（OS：
基本ソフトウエア）上で利用する目的で開発され
た。今回の発表では、Windows などの他のOSで
も利用可能な形で公開するとしている。
　大規模なフォントセットの活用においては、執
筆者と印刷会社のコンピュータの外字設定が異な
ることに起因する外字管理が必要になる。
　坂村健教授らの研究グループは、2004 年にこの
問題を解決するTRONフォントトレーサビリティ
システム４）を発表している。このシステムを利用
すると、執筆者の使う外字は、TRONコードを使
って一意に決まるユニークコードに変換される。
これをもとに、外字とユニークコードの変換表が
つくられ、印刷会社はこれを原稿とともに受け取
り、変換表に記載されているユニークコードから
高品質のフォントを呼び出し印刷に適用する。こ
のシステムを利用することによって、執筆者と印
刷会社のコンピュータの外字設定が異なること
によって起こる外字管理を自動的に行うことがで
きる。
　今回のＴ書体フォントの公開には、名前、土地
名など日常的な文字利用と、古典、漢籍など学術
的文献の電子化に加えて、異機種コンピュータ間
の外字問題を解決する文字体系のハブとなる基盤
を提供しようという狙いがあると見られる。
　このプロジェクト以外にも大規模文字フォント
セットに関する研究と製品化の例としては、「今昔
文字鏡」や「ｅ漢字」などが挙げられる。大規模
な漢字フォントを多様なアプリケーションに対し
て活用できる可能性が生まれている。
トピックス1　世界最多の漢字フォント
参　考 １）TRON文字収録センター　　http://www.tron.org/
 ２）東京大学大学院坂村研究室　　http://www.sakamura-lab.org/
 ３）東京大学多国語処理研究会　　http://www.l.u-tokyo.ac.jp/ GT/ 
 ４）フォントトレーサビリティシステム　　http:// www.uidcenter.org/japanese/press/TEP040310.pdf
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 ナノテク・材料分野 TOPICS NanoTechnology & materials
　有機化学の分野では、膨大な数の有機化合物や有機合成反応がデータベースに蓄積されている。米国
ノースウェスタン大学のGrzybowski 教授のグループは、約150 年分のデータを分析し、有機化学の
発展の方向性を探る初めての試みを行った。
　Grzybowski 教授らは、データベースに登録された1850 年から2004 年までの約 600万の有機
化合物および関連する有機合成反応を分析した。その結果、①最も多く使用される反応の原料化合物の
分子量および目的化合物の分子量は約150 年間ほぼ一定である、②目的化合物の分子量は原料化合物
の分子量の一次式でほぼ記述できる、などの傾向があることが分かったとしている。さらに、医薬品の
中でも重要とされる化合物の分子量分布が有機化合物データベース全体の分布とほぼ同じであることなど
も突き止めた。Grzybowski 教授らは、これまでの有機化学分野の進展にはある一定の傾向があり、こ
れらの傾向から有機化学分野の今後の発展の方向性も推測することができると述べている。
トピックス2　150 年分の蓄積データの分析により有機化学の発展方向を探る
　これまでに膨大な数の有機化合物および有機合
成反応が報告されているが、蓄積されたデータを
総合的に分析しようとする試みは無かった。米国
ノースウェスタン大のB. A. Grzybowski 教授のグ
ループは、約 150 年の間に蓄積されたデータをコ
ンピュータ分析することにより有機化学分野の今
後の発展の方向性を推測することが出来るとする
論文を 2005 年 11 月に発表した（Angew. Chem. 
Int. Ed. 44, 7263）。
　Grzybowski 教授らは有機化学分野で最も大きな
データベースの一つであるバイルシュタイン・デ
ータベース（Beilstein database）に蓄積されたデ
ータを用い、1850年から 2004年に登録された有機
化合物（触媒、溶媒のみに使用されたものは除外）
約 600 万件および関連する有機合成反応（同一反
応については最も早く報告されたもののみを採用）
についてコンピュータで分析を行った。データ分
析に際し、基礎データとして、①化合物は、分子
構造を考慮すると複雑になり過ぎるため、分子量
のみで規定する、②化学反応は、原料物質から生
成物に向かう矢印で表現する、という方針により、
分子ベースの化合物を表示するドットとそれらを
結ぶ矢印から成る図を作成した。またその経時変
化も分かるようにした。
　Grzybowski 教授らの分析によれば、
盧 登録された化合物の平均分子量は、1850 年の約
200g/mol から 2004 年の約 350g/mol まで増加し
た。一方、反応の原料として最も多く使用され
る化合物の分子量、および最も多い目的化合物
の分子量は、それぞれ約150g/mol、250g/mol で、
ほぼ一定であった。
盪 全ての登録された有機化学反応において、目的
化合物の分子量は、原料化合物の分子量の一次
式でほぼ整理される。
蘯 医薬品の中で最も重要とされる 1382 の化合物１）
と Beilstein database に登録されている化合物の
分子量分布はほぼ同じであった。
盻 上記 1382 の医薬品および工業的に最も重要とさ
れる 300 の化学品２）は、データベースからラン
ダムに選んだ 2,000 の化合物に比べて矢印の数が
多く、しかも長期間、この傾向が持続している。
眈 上記工業的に最も重要とされる 300 の化学品に
ついて調べると、矢印の数が多いほど製造コス
トが安くなる傾向にある。
　以上の結果からGrzybowski 教授らは、秬これま
での有機化学分野の進展にはある一定の傾向があ
り、これらを外挿することにより今後の発展の方向
性を推測することができる、秡今回用いた分析手法
は、医薬品・工業薬品など産業にとって有用な有
機化合物に広く適用しうる方法である、としている。
　今回の検討結果は、これまでの有機化学分野の
進展には、ある一定の方向性があることを示した
点が評価される。必ずしも今後の発展の方向を明
確にしたとまでは言いがたいが、初めての試みと
して、今後の更なる展開に期待したい。
Advanced Synthesis & Catalysis Research（ASC化研）藤原 祐三 氏の投稿をもとに科学技術動向研究センターにて作成
参　考 １）　Medical Essential Drug Database
 ２）　Chemical Market Reporter,March 7,2005
科 学 技 術 動 向　2006年 2月号
6 7Science & Technology Trends   February  2006
 エネルギー分野 TOPICS Energy
　経済発展が急速に進む中国では、エネルギーの慢性的な不足とそのエネルギー源多様化、自国に豊富
な石炭の利用による環境汚染などが課題となっている。このような状況のもと、風力や太陽光等の再生
可能エネルギーの中長期的な開発と普及の促進を目的とした再生可能エネルギー法が2006 年1月1日
から施行された。本法は、再生可能エネルギーの開発と利用における中長期目標の設定、及び、開発
利用計画策定と実施に、政府と企業が責任を負うことを規定した。また、電力網を経営する企業に、再
生可能エネルギーによる電力を石炭火力等よりも高い規定の価格で買い取ることを義務づけた。これは、
日本等で導入されている固定枠制度ではなく、ドイツ等で実施されている固定価格買取制度であり、中
国が、未成熟な市場を一気に活性化し、再生可能エネルギーを急速に普及させようとしている現れとい
える。このほか、国及び地方政府が農村部での再生可能エネルギーの普及についても規定した。中国の
農村部は特にエネルギー不足が深刻であり、都市と農村との社会経済的格差を解消するという国家目標
を実現するための政策手段としての意義も持つ。
トピックス3　中国でも再生可能エネルギー法が施行された
　経済発展が著しい中国では、その成長を支える
エネルギーの慢性的な不足が深刻な課題となって
いる。エネルギー源としては自国に豊富な石炭に
大きく依存しているため、結果として発生する環
境汚染にも悩まされている。この状況を打開する
鍵として、風力、太陽光等のいわゆる再生可能エ
ネルギー（以下、再生エネ）の導入が注目されて
いる。その開発と普及を促進するために、諸外国
でも施行されている再生可能エネルギー法が 2006
年１月１日から中国でも施行された。
　本法の草案は、国務院でエネルギー問題を所管
する国家発展改革委員会と清華大学からそれぞれ
提出された法案が一本化してまとめられ、2004 年
12月に全人代常務委員会に上程されて、審議に付
され、2005 年２月には制定公布された。これは、
中国の立法過程では異例のスピードであり、この
ような制定経過からも中国指導部の再生エネに対
する期待の大きさが推測される。
　中国の再生可能エネルギー法は、右表のように
全８章 33か条からなる。本法は、再生エネ開発利
用における政府及び社会の責任と義務を中国で初
めて明確にルール化したもので、国家発展改革委
員会が中長期目標の設定と開発利用計画策定・実
施に責任を負うことも規定した。また、国が再生
エネ関連産業振興のためのガイドラインを策定・
公表することや、科学技術振興計画の中に再生エ
ネを組み入れ、財政上の措置を講じてその開発及
び普及を促進すべきこと、技術開発を奨励するこ
とも決定された。なお、本法の対象となる再生エ
ネは、風力、太陽光、水力、バイオマス、地熱、海
洋エネルギー等の非化石エネルギーと定義されて
いる。しかし、水力発電への当該法適用に関しては、
発電所建設による生態環境への悪影響等も踏まえ
て賛否両論あり、案件ごとに国家発展改革委員会
の承認を得ることとする旨が言及されている。
　今回、電力網を経営する企業は、再生エネ電力
を規定の価格で買い取ることが義務付けられたが、
この規定価格が通常の価格を上回る分及び系統連
系等のコストを、電力販売価格に転嫁できるとし
た。これは、中国が、普及策として、日本、英国
等で導入されている固定枠制度ではなく、ドイツ
等で実施されている固定価格買取制度１）を選択し
たことを意味している。中国は、未成熟な市場を
一気に活性化し、再生エネの急速な普及を図ろう
としていると考えられる。また、本法は、国及び
電力網企業の法的責任や、国及び地方人民政府が
農村部での再生エネの普及に力を入れるべきこと
等についても言及している。
　中国での再生エネ利用促進は、特にエネルギー
不足が深刻な農村部において、農民の生活様式を
改善し、農村を「小
康」（まずまずの暮
らし向き）の社会と
し、都市と農村との
社会経済的格差を
解消するという国
家目標実現の重要
な政策手段として
も意義付けられる
ものである。
中国の再生可能エネルギー法２）
章 内容
条数
（計33か条）
１ 総則 ５
２ 資源調査及び発展計画 ４
３ 産業指導及び技術奨励 ３
４ 普及及び応用 ６
５ 価格管理及び費用負担 ５
６ 経済的奨励及び監督措置 ４
７ 法的責任 ４
８ 附則 ２
参考文献 １）科学技術動向、2005年８月号
 ２) 外国の立法225（2005年8月）、http://www.ndl.go.jp/jp/data/publication/legis/225/022509.pdf より
科 学 技 術 動 向　2006年 2月号
6 7Science & Technology Trends   February  2006
 エネルギー分野 TOPICS Energy
　2005 年11月、京都市は、京都大学や企業を含むバイオガス研究会として、Z国立環境研究所と共
同で、家庭等から排出される生ごみや廃食油から水素ガスを生成して燃料電池に活用しようとする全国初
の実証実験に取り組むことを発表した。
　一般廃棄物の約 4 割を占める生ごみをバイオマスとして資源化することで、焼却ごみの削減と代替エ
ネルギーの確保、温室効果ガス排出量の削減という総合的な環境政策が打ち出されている。また同時に、
現在稼動している廃食油燃料化施設において副産物として発生する廃グリセリンを原料に水素ガスを生成
する研究も進められる。今後、2010 年には水素生成技術を実用化レベルに引き上げ、2013 年には大
型のバイオガス化プラントを設置して、水素生成の実用化および燃料電池による発電を目指す。
トピックス4　生ごみ・廃食油から水素ガスを生成する全国初の実証実験
　2005 年 11 月、京都市は、家庭等から排出され
る生ごみや廃食油から燃料電池の燃料となる水素
ガスを生成して燃料電池に活用する実証実験を京
都大学（環境保全センター及び大学院工学研究科）
や企業を含むバイオガス研究会（注１）としてC国
立環境研究所と共同で取組むことを発表した。今
回進められる、①生ごみから水素ガスを生成する
研究、②廃食油から水素ガスを生成する研究、の
２つの実証実験研究は共に全国初の取組みである。
　①の研究は、一般廃棄物の約４割を占める生ご
みを焼却処分するのではなくバイオマスとして資
源化しようとするものであり、クリーンなエネル
ギーシステムとして期待される燃料電池の燃料と
なる水素ガスに変換して燃料電池に活用しようと
するものである。現在、水素ガスは主として化石
燃料から生成されており、バイオマスを原料とす
る本生成法は温室効果ガス排出量の削減に貢献す
るとみなされている。本研究は焼却ごみの大幅な
削減と代替エネルギーの確保、温室効果ガス排出
量の削減という総合的な環境政策の推進を目標と
している。実証研究過程は、秬バイオマス収集・
選別工程：ごみ収集車２台程度の家庭ごみ（３t程
度）を週４日の頻度でクリーンセンターに持込み、
破袋機（ごみ袋を破る機械）と破砕分別機により、
発酵（バイオガス化）に適した生ごみ等と、ごみ
袋やプラスチック容器等の不適物とを選別する、
秡バイオガス発酵工程：生ごみ等のバイオマスを
バイオガス化技術実証研究プラントへ搬送し、発
酵させてメタンガスを取り出す、秣水素変換工程：
触媒を用いてメタンガスを改質して水素ガスを生
成する、の３つから成る。１回の搬入による家庭
ごみ（３t程度）から 500～ 600m3 程度の水素ガス
が生成できる見込みである。
　②の研究は、現在稼動している廃食油燃料化施
設において、副生物として発生する廃グリセリン
から水素ガスを生成させるものである。実証研究
の過程は、秬廃グリセリン収集工程：バイオディ
ーゼル燃料（BDF）を生成する過程で、副産物と
して発生する廃グリセリンを収集する、秡バイオ
ガス発酵工程：収集した廃グリセリンをバイオガ
ス化技術実証研究プラントへ搬送し、発酵させてメ
タンガスを取り出す、秣水素変換工程：触媒を用い
てメタンガスを改質して水素ガスを生成する、の
３つから成る。1,000褄の廃グリセリンから 500 ～
600m3 程度の水素ガスを生成できる見込みである。
　今後の予定として、2010 年には、生ごみ類や廃
グリセリンからの水素生成技術を実用化レベルに
引き上げ、2013 年には大型のバイオガス化プラン
トを設置して、燃料電池による発電までつなげる
ことを目指している。
（注１）バイオガス化技術の調査・研
究を実施している団体。譁タクマ、
川崎重工業譁、日立造船譁、京都市、
京都大学が参画。
http://www.city.kyoto.jp/koho/mayor/press/
2005/pdf/20051102-01.pdf をもとに科学技術動向
研究センターにて作成
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 社会基盤分野 TOPICS Infrastructure
　列車本数の少ない地域の鉄道路線においても、信号施設の保守や機器の更新には距離に比例したコス
トがかかる。このため、鉄道車輌にGPS受信機を設置し、走行中の位置情報を運行管理センターに収
集して列車運行管理に利用し、地上のインフラ無しでも信頼性の高い列車運行を可能にする取り組みが行
われている。既に欧州ではアルプスの鉄道などでGPSによる列車運行管理が行われているほか、昨年
12月には南アフリカ共和国でも実証試験が行われた。
　我が国では JR北海道が鉄道におけるGPS 利用で先行しており、「除雪車両運転操縦支援システム」
や「デュアル・モード・ビークル（DMV）」を開発している。また、列車運行密度の低い線区において
効率的で安全な運行を行うため、準天頂衛星の測位補完機能を利用した列車運行管理と自動運転を組み
合わせたシステムの導入も目指している。
トピックス5　実用段階に入ったGPS 利用の列車運行管理
　列車本数の少ない地域の鉄道路線において、地
上の信号施設の保守や機器の更新には、幹線と同
様に、距離に比例してコストがかかる。このため、
鉄道車輌にGPS受信機を設置し、走行中の位置情
報を運行管理センターに集めて、列車相互間の間
隔保持や進路設定などの列車運行管理に直接利用
することができれば、地上インフラ無しでこれま
でより信頼性の高い列車運行が可能になると考え
られている。しかし、GPS信号は民生利用に対し
ては精度が低く、継続性も万全ではない。列車ダ
イヤに従って定められた線路しか走れない鉄道で
は、カーナビゲーションの技術をそのまま利用す
ることはできない。
　欧州では独自の測位システムとして３機の静止
衛星からGPS信号の誤差情報を送信して、位置決
定の精度をあげるエグノス（EGNOS①）と呼ばれる
システムが稼動し始めたことで、GPSを利用した
列車運行管理が始まっている。例えば、2005 年６
月からオーストリアのリンツ付近の鉄道でエコレ
ール（ECORAIL②）と呼ばれるGPSとエグノスを
併用した列車運行管理システムが導入された。ま
た、欧州宇宙機関（ESA）の支援により、ドイツの
カイザー‐スレード社とボンバルディア社が共同
でインテグレイル（Integrail）と呼ばれる車上シス
テムを開発した。インテグレイルは鉄道地図デー
タと連動する走行記録計・加速度計・方位角セン
サなどをGPS／エグノス受信機と組み合わせて構
成されているものである。通常、トンネル内では
GPS信号は受信できないが、加速度計などを併用
すると走行位置を連続的に把握することができる
ようになる。
　また、2005年 12月、南アフリカ共和国・ヨハネ
スブルグの郊外でGPSを利用した列車運行管理の
実証試験が行われた。実験を行ったのは上記イン
テグレイルの開発メーカーと地元の貨物鉄道会社
のスプールネット社である。アフリカ大陸は欧州
と同じ経度帯にあることから、欧州で利用可能な
静止衛星はアフリカでも利用できる可能性がある。
今回の実験では、単線から分岐して隣接する３本
の線路のどの線に列車が所在しているかがエグノ
スにより明確に識別できた。
　日本では北海道旅客鉄道株式会社（JR北海道）
が除雪車への適用で先行している。JR北海道では
「除雪車両運転操縦支援システム」としてGPS受信
機による位置情報と鉄道路線地図データを車内の
ディスプレイに表示するシステムを開発し、天候
や視界に左右されない除雪作業を行えるようにし
た。鉄道の除雪車は除雪作業のため車輌限界を超
えて雪かき用のウイングを開くが、トンネルを通
過する時はウイングを閉じなければならない。そ
のため、沿線にはウイング開閉に関する標識が設
置されているが、夜間の激しい降雪時や大量の積
雪時にはそれらの標識を視認することは困難であ
り、本システムの適用により安全な運行が期待で
きる。JR北海道の別の試みは、GPSによる位置確
認を利用したデュアル・モード・ビークル（DMV）
の開発である。DMVは輸送人員が少ない路線向
けに、自動車と鉄道車輌のそれぞれの利点を両立
させたものである。さらに、列車運行密度の低い
線区において、準天頂衛星の測位補完・補強機能
を利用した列車運行管理と自動運転を組み合わせ、
効率的運行を図るとともに、速度超過による脱線
や信号冒進などによる事故をなくすことも目指し
ている。準天頂衛星を用いた列車運行管理システ
ムの技術が確立されれば、輸送密度のより高い線
区にも導入される可能性がある。
① EGNOS： European Geostationary Navigation Overlay 
Service
②ECOREIL：EGNOS Controlled Railway
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 その他の分野 TOPICS Others
　近年、米国エネルギー省管轄のロスアラモス国立研究所において国家機密漏洩などの不祥事が多発
したため、これまで無入札であった運営委託を60 年ぶりに見直すこととなった。今回の競争入札では、
運営チームにセキュリティに経験の深い民間会社を加えることが必要条件とされた。結果的にこれまで運
営を委託されて来たカリフォルニア大学が、民間会社のベクテル社などを加えて運営組織を構築し、引き
続き2006 年 6月以降の運営権を獲得した。
トピックス6　米国ロスアラモス国立研究所の運営に企業の参入が決定した
　米国エネルギー省（DOE）管轄の国立研究所は、
GOCO（Government Owned Contractor Operated）
形式（政府が所有し、契約により民間等が運営す
る）を採っている。研究所の建物等は政府に所属し、
研究者および事務等担当職員の大部分は政府職員
ではなく、運営組織に所属する。
　これらの国立研究所の運営は、大学に委託され
ている場合が多く、大学組織にとっての収入源の
ひとつであり、教授などの給与源である。さらに
国立研究所の施設を利用できること、交流が密に
なることで国立研究所の高い科学知識を大学に導
入可能になること、国家政策に関与し易いことな
どのメリットがあると言われている。
　1931 年に創立されたローレンス・バークレー国
立研究所、1952 年創立のローレンス・リバモア国
立研究所、およびマンハッタン計画で 1943 年に創
立されたロスアラモス国立研究所の３国立研究所
は、慣例として 60年間以上無入札で、カリフォル
ニア大学がDOEから運営を委託されてきた。し
かし、近年のロスアラモス国立研究所での機密漏
洩疑惑や資金流用疑惑をきっかけに、米国議会が
DOEに運営の契約を競争入札制にするように勧告
し、2005 年２月の入札で、ローレンス・バークレ
ー国立研究所の運営は従来通りにカリフォルニア
大学に委託されることに決まった。
　それに対して、ロスアラモス国立研究所の入札
には、運営チームにセキュリティに経験の深い民
間会社を加えることが必要条件とされ、そのため、
当初は、世界最大級の独立系民間研究所であるバ
テル記念研究所（Battelle Memorial Institute）が
最有力候補とされていた。しかし、バテルは既に
DOEの５つの国立研究所（アイダホ国立研究所、
ブルックヘーブン国立研究所、パシフィックノー
スウェスト国立研究所、オークリッジ国立研究所、
再生可能エネルギー国立研究所）の運営を委託され
ており、雇用人数 8,300 人という大規模のロスアラ
モス国立研究所を加えると、他の国立研究所の運営
が手薄になる事を理由に、入札不参加を表明した。
　また、ロッキード・マーチン社は当初入札不参
加を表明していたが、DOEから運営機関に支払わ
れる運営手数料が年間 870万ドルから 7,900 万ドル
に引き上げられ、福利厚生・退職手当てに関する
条件が緩和された後に、テキサス大学とチームを
組み入札に参加し、カリフォルニア大学の最終競
争相手と見なされていた。
　一方、カリフォルニア大学は入札の必要条件を
クリアするために、民間企業を加えたチームで運
営にあたることにし、運営組織としてLos Alamos 
National Security LLC（LANS）という連合組織を
編成した。これにはカリフォルニア大学以外に民間
会社のベクテル社（Bechtel）、BWX Technologies、
Washington Group International、ニューメキシコ
大学、ニューメキシコ州立大学等が参加している。
　競争入札の結果は、2005 年 12 月 21 日に、DOE
のサミュエル・ボドマン長官から発表され、ロ
スアラモス国立研究所の運営権は、カリフォルニ
ア大学の率いるチームが最終競争相手のロッキー
ド・マーチン社のチームを破り獲得した（http://
www.doe.gov/news/2820.htm）。
　運営委託の契約は 2006 年６月から開始され、期
間は基本的に７年間であるが、20年まで延長可能
である。また、運営状況によって支払われる運営
手数料の額に幅をもたせることが示された（5,300
万から 8,000 万ドル／年）。
　カリフォルニア大学は 60年以上運営してきた３
つの研究所のうち、既に単独運営権を獲得してい
るローレンス・バークレー国立研究所とならんで、
２つ目の国立研究所も（単独ではないが）引き続
き運営することになった。なお、残りのローレンス・
リバモア国立研究所の運営権は 2007 年の競争入札
により決定される。
ローレンス・バークレー国立研究所　唐崎 建二 氏の
ご投稿を元に科学技術動向センターにて作成
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　ユーロサイエンスオープンフォーラム（ESOF2006）が 2006 年 7月15～19日ドイツ・ミュンヘ
ンで行われることになった。欧州委員会が打ち出す科学技術政策（フレームワークプログラム）を社会
的に認知せしめ、欧州研究カウンシル（ERC）創設に向けた大きな駆動力としようとするイベントである。
1月18日に、このフォーラムのプログラムが公開され、一般参加者の受付が始まった。このフォーラム
では、科学技術への市民参加・欧州フレームワークプログラム・欧州研究圏構想・欧州研究カウンシル・
産学連携・研究者のキャリアパスと人材流動性などがテーマとなる。欧州の次期計画（FP7）達成のた
め、科学技術知識の社会への普及活動、市民参加の促進、人材流動性に対する産学官の連携強化など
を進めようとしている。目標とする財政規模や政策の広がり、市民参加の規模から見て、欧州科学界の
一大イベントに位置付けられる。
　21世紀の知識社会へ向けて、科学技術と社会の
新しい共生のための行動指針が打ち出された欧州
では、科学技術への市民の参加を促す試みが相次
いでなされている。そのひとつがユーロサイエン
スオープンフォーラム（ESOF）である。
　一連のESOFに課せられた役割は、科学技術へ
の市民参加意識を高め、同時に欧州委員会の打ち
出すフレームワークプログラムを社会に認知せし
めて、欧州研究カウンシル（ERC）創設に向けた
大きな駆動力とすることである。この行事は欧州
科学界の一大イベントと言える。
　第一回のフォーラム（ESOF2004）は、2004 年に
ストックホルムにおいて行われた（総数 250セッシ
ョンで参加人数 1,800 人）。20世紀の科学技術のシ
ンボル的存在であったノーベル賞ゆかりの地であ
るストックホルムで、21世紀以降の科学技術と社
会の新しいあり方を宣言するという目的があった。
　第二回のフォーラム（ESOF2006）は、2006年７
月 15～ 19 日にドイツ・ミュンヘンで行われるこ
とになっている。今回は、科学技術知識の社会へ
の普及活動とともに、2007 年度から開始される次
期のフレームワークプログラム（FP7）の内容を広
く知らしめることが目的のひとつである。
　2005 年中に、開催準備を中心的に進めているド
イツ学術対話コンソーシアムによって、議題テー
マおよび討論モデレーターの公募が行われ、2006
年１月 18 日に 120 テーマの内容が発表された。
ESOF2006 では、欧州委員会研究イノベーション
総局「科学と社会部門」など科学技術行政関係者
の全面支援体制のもと、統合欧州 25カ国の学術機
構やそれらを代表する科学技術者、そしてメディ
ア関係者・市民団体からのレポートが予定されて
いる。一般参加者の登録受付も始まっている。
　ESOF2006 では、①科学技術の研究開発テーマ、
②科学技術のリスクとガバナンス、③科学技術と
メディア市民社会、④科学技術と地域産業・産学
連携、⑤マリーキュリー・アクションによるキャ
リアパス・人材流動性創出などのカテゴリーに分
けてセッションが予定され、今回も多数の参加者
が見込まれている。これらの設定テーマを討議す
るため、カンファレンス・市民パネル・サイエン
スショップ・講演・セミナー・ポスター展示・市
内公開活動など、種々の参加形式が採られる。
　このフォーラム開催の背景となる論点および
欧州委員会の科学技術政策は次のようなものであ
る。欧州では、2000 年リスボン会議によって宣言
された、欧州域の人・サービスの自由移動等によ
る「競争力のある技術経済圏の構築」が共同体共
通の目標とされている。この政策の大きな柱がフ
レームワークプログラムと呼ばれる基本計画であ
る。2002‐2006 年の基本計画（FP6）では、欧州
研究圏（ERA）構想が大きな政策課題であり今後
も強化される。この ERAの目標は、統合欧州 25
カ国域の研究開発従事者の地域的偏りを是正し、
欧州全域での産業競争力を強化することである。
このため、東西・南北の欧州間の人材流動性を高
める政策（マリーキュリ ・ーアクション）が必要で、
産業界も含めて連携体制を採ろうとする努力が続
けられている。2007‐2013 年の次期計画（FP7）
では、リスボン宣言にある GDP 比３％という研
究開発支出目標を可能にするためにより大きな
財政機構が必要になっている。このため、科学技
術政策に対する一般市民の理解を高め、欧州研究
カウンシル（ERC）を創出し、欧州科学財団の
大幅な改革を進めようとしている。
トピックス7　ユーロサイエンスオ プーンフォーラム2006 の概要が明らかに
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　1963年にスギ花粉による花粉症
が初めて学会で報告されてから、
40年以上が経過した。その間、ス
ギ花粉症①患者は増加し、現在で
は国民の５～６人に１人は花粉症
に罹患しているとまで言われるよ
うになった。また、スギ花粉症に
係る直接・間接の医療費は年間総
額 2,860 億円にのぼるとの推計も
ある１）。
　花粉症発症のメカニズムを模式
化すると図表１のようになる。ま
ず、抗原提示細胞と呼ばれる細胞
がスギ花粉の中に含まれるアレル
ゲン（タンパク質の一種）を認識
して、２型ヘルパーＴ細胞（Th2）
にその情報を伝える。Th2はアレ
ルゲンに特異的な抗体である免疫
グロブリンE（IgE）を作るよう
にＢリンパ球に命令する。アレル
ゲン特異的 IgE抗体はマスト細胞
の表面に結合する。これがアレル
ゲンに感作された状態である。こ
の状態の時に、同じアレルゲンが
侵入して、マスト細胞表面の IgE
と反応するとマスト細胞からヒス
タミンやロイコトリエンなどの物
質が放出されて、これらの物質が
くしゃみ、鼻水、鼻づまりなどの
アレルギー症状を引き起こすこと
になる。花粉症対策ではこれらの
プロセスのいずれかを断ち切るこ
とが求められる。
　アレルゲンがなければその後の
感作やアレルギー反応が起きない
という意味では、スギ花粉がスギ
花粉症の根本的な原因である。図
表２に示されるように、日本の森
林面積は、2,512 万 haで、国土面
積（3,779 万 ha）の約７割を占め
ている。人工林面積は 1,036 万 ha
で、森林面積の約４割を占めてい
る。スギ人工林は、452 万 ha で、
森林面積の 18％、人工林面積の
44％、ヒノキ人工林は、257万 ha
で、森林面積の 10％、人工林面積
の 25％を占めている。したがっ
て、森林面積の28％、国土面積の
19％をスギ・ヒノキ人工林が占め
ていることになる。天然林の場合
には広葉樹と混交している場合が
科学技術動向研究
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図表１　花粉症発症メカニズムの模式図
図表２　 森林面積に占めるスギ、ヒノ
キ人工林面積割合２）
①スギ花粉症
　スギ花粉症患者は多くの場合、スギのみならずヒノキ花粉にも反応し、アレルギー
症状がでることから、スギ・ヒノキ花粉症と呼ぶこともある。ここでは、特に区別し
ない限り、ヒノキ花粉症を含めてスギ花粉症と呼ぶ。
■用語説明■
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多く、面積の実数が不明であるが、
実質的に天然林の分も人工林に加
算されることになる。スギの造林
面積の推移をみると、第二次世界
大戦後に急速に増加し、1970年頃
まで高い水準を保っていた。その
結果として図表３に示されるよう
に、現在のスギ林の樹齢分布をみ
ると30～50年に集中している３）。
一方、スギは樹齢が 25年を越え
る頃から花粉数が増加して、樹齢
30年を越えると花粉の多い状態が
数十年にわたって継続するとされ
ている。このような 1975 年以降
の樹齢 30年以上のスギ林面積増
加とスギ花粉症患者の増加傾向と
は符合していることが示されてい
る３）。スギ花粉症増加の最も重要
な要因がスギ・ヒノキ林面積の拡
大に伴う環境中花粉量の増大と、
その帰結としての曝露量・曝露頻
度の増大にあることは明らかであ
る。さらに、スギの寿命は 100年
近いとされていることから、スギ
林が現状のまま維持された場合、
今後数十年間はスギ花粉の発生量
の減少は期待できない。
　一方、スギ花粉症の増加を世界
的なアレルギー疾患の増加という
現象の中でとらえる見方もある。
アレルギー疾患の増加の要因とし
ては、ライフスタイルの変化、衛
生状態の改善、食生活の変化、環
境汚染などさまざまなものが考え
られている。大気汚染と花粉症と
の関係については、交通量の多い
日光街道沿いに居住する住民が道
路より離れた地域に住み、それで
も花粉吸入量が多いと推定される
住民より高い有病率を示した、と
いう報告がされてから注目される
ようになった４）。さらに、ディー
ゼル排気ガスもアレルギー反応の
増強効果があるとの動物実験結果
が発表され、関心を集めた。疫学
研究の結果については必ずしも一
貫性が示されていないものの、環
境省が小学生を対象として実施し
た調査によるとスギ特異 IgE抗体
陽性率や花粉症有症率が居住地域
の花粉飛散数と関連するだけでは
なく、大気汚染物質濃度とも関連
することが示されている５）。実験
研究による知見については、ディ
ーゼル排ガスの関与を疑わせるも
のが数多く報告されている。
図表３　スギ・ヒノキ人工林齢級別面積２）
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　環境中スギ花粉数の増加やスギ
花粉症患者の増加が認識されるよ
うになった 1970 年代以降、厚生
省などがいくつかの研究を開始し
た。1975年から厚生科学研究費に
よって国立病院・療養所ネットワ
ークを利用した空中花粉調査が行
われた。その後、数期にわたり花
粉症に関わる研究班が厚生科学研
究費を主体として組織された。こ
れらの研究班は耳鼻咽喉科・呼吸
器科を中心とした臨床医学者で構
成されていたが、花粉症患者の疫
学的研究や治療などの臨床医学的
な研究に留まらず、空中花粉調査
のような花粉学の領域に踏み込ん
だ研究も実施されていたことがそ
の特徴として挙げられる６）。
　一方、林野庁は1987年からスギ
花粉動態調査事業を開始して、大
都市周辺でのスギ花粉発生源調査、
スギ林における花粉発生量とその
要因に関する調査研究、スギ花粉
の飛散に関する調査研究など林業
面からの取り組みを開始した７）。
　このような省庁別の取り組みを
経て、1990年から花粉症に関する
関係省庁担当者連絡会議が設置さ
れて、花粉及び花粉症の実態把握、
原因究明、対応策について連絡検
討を行うことになり、1997年から
は当時の関係省庁（文部省、厚生
省、林野庁、気象庁、環境庁）連
携の科学技術振興調整費による
「スギ花粉症克服に向けての総合
研究」が２期６年間実施された１）。
　国の取り組みだけではなく、自
治体においても独自の取り組みが
行われた。東京都では 1983 年に
花粉症対策検討会を立ち上げて、
スギ花粉飛散数の測定や患者実態
調査を開始して、その後も継続的
に実施している。その他のいくつ
かの県においても、地域の医師会
や大学等と連携しながら、花粉飛
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　2004年２月、総合科学技術会議
のもとに関係省庁の幹部及び花粉
症の専門家による花粉症対策研究
検討会が設置され、関係省庁にお
ける花粉症対策研究の総合的な推
進を図ることとなった。この中で、
「今期における花粉症に関する政
府の取組み」が発表され８）、図表
４に示されるような具体的施策が
示されている。
　これらの取り組みのうち直接的
に花粉症対策に関わるものは、以
下のように、発生源抑制対策、曝
露軽減対策、予防治療対策に大別
できる。
盧発生源抑制対策
　スギ・ヒノキ林という発生源に
関する対策は、花粉症対策におい
て最も根本的なものである。現在、
農林水産省が中心となって推進し
ている発生源対策は、①花粉の少
ない品種等の開発・普及、②雄花
の量が多い木の抜き伐り、間伐で
ある。一般のスギに比べて花粉生
産量が１％以下とされる花粉の少
ない品種の技術開発は、すでに一
定の成果を収めており、過去５年
間で約 24万本の花粉の少ない品
種を供給し、今後５年間で約 60
万本を超える供給を見込むとされ
ている３）。
盪花粉曝露の軽減・回避
　スギ花粉の発生から環境中への
飛散、人への曝露までの過程のい
くつかの段階でスギ花粉への曝露
を軽減、もしくは回避するための
方策が考えられる。
　スギ花粉の飛散には季節性があ
ることから、花粉飛散がいつ開始
され、いつ終息するかという予報、
さらには年によって大きく飛散数
が変動することから、総飛散数の
予測も重要となる。現在、アレル
ギー治療薬の使用方法として、花
粉飛散開始２週間ほど前より投与
を始める初期治療が一般的となっ
ているため、飛散開始日推定の精
度向上は、医療費削減や患者に対
する負担軽減など適切な治療を実
施するために重要な情報である。
　また、花粉曝露を軽減する手段
のひとつは、曝露機会を減らす、
もしくは曝露機会を回避するよう
な行動を選択することである。天
気予報と同様に提供される今日・
明日の飛散予報は、人が花粉曝
露の回避行動を選択するための重
要な情報となる。より短期的な予
報システム、例えば、時間単位の
予報を行うためには、同程度の時
間分解能を持った花粉発生量デー
タ、気象データが必要である。環
境省では 2002 年度から関東、関
西及び中部を手はじめとし、最終
的には全国展開を目指して、都市
部及び山間部に花粉自動計測器を
設置し、花粉飛散状況のデータ収
集を開始して、時間単位の観測デ
ータの提供を開始している。スギ
花粉は数十kmを飛散すると考え
られているために、広範囲な空間
をカバーする飛散予測モデル構築
しなければならない。例えば、東
京都での花粉予報モデルを構築す
るためには関東地域全体のデータ
が必要である。
蘯予防・治療対策
　図表１に示されるように花粉症
の予防・治療にはいくつかの段階
がある。最も基本的な予防は、す
でに述べたように花粉と接触しな
いことである。しかし、体内に花
粉特異 IgE抗体が作られ、それが
マスト細胞等の表面に結合した状
態、すなわち感作された状態であ
っても、次に花粉と接触した場合
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図表４　花粉症対策の取り組み
施策 項目 担当省庁
花粉及び
花粉症の実態把握
①花粉生産量の予測 農林水産省
②気象の予測等 気象庁
③花粉飛散量予測及び観測 環境省
花粉症の原因究明
①病態解明 文部科学省・厚生労働省
②花粉症と一般環境との関係解明 環境省
③研究拠点の整備 文部科学省・厚生労働省
花粉症の対応策
①予防・治療法の開発・普及 文部科学省・厚生労働省
②花粉の少ない品種等の開発・普及 農林水産省
③ 雄花の量が多い木の抜き伐り、間伐の
推進
農林水産省
④花粉症に対する適切な医療の確保 厚生労働省
⑤花粉及び花粉症に関する情報の提供
厚生労働省・農林水産省・
環境省
散数の観測や住民への情報提供シ
ステム作りにおいて、先駆的な役
割を果たした例が見られる。なお、
我が国で従来から行われてきたス
ギ花粉飛散数の観測は、ダーラム
法といわれる人手に頼った方式に
よっている。この観測方式をこれ
まで支えてきたのは、医師やさま
ざまな分野の研究者、民間ボラン
ティアであり、現在ではNPO花粉
情報協会がその中核となっている。
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にアレルギー症状を発現させない
ようにする、という意味での予防
というものもある。後者の場合に
はすでに花粉症を発病している患
者に対して、アレルギー症状が発
現しないように対処するものであ
り、厳密には予防と治療を区別す
るのは難しい。
　現在、文部科学省と厚生労働省
が重点的に研究開発を進めている
のは、スギ花粉CpGワクチンと
舌下減感作療法である（図表５）。
農林水産省においては、花粉症
緩和米の開発を進めている（図表
６）。これらの予防・治療法は減
感作療法と呼ばれる治療法の延長
線上にある根治療法であり、抗ア
レルギー薬による対症療法とは異
なり、花粉症患者にとって最も期
待される対策と言える。
　減感作療法は、２～３年間定
期的にスギ花粉エキスを低濃度か
ら少しずつ注射して、身体をアレ
ルゲンに慣らして行くことでアレ
ルギー症状を出にくくする、とい
うアレルゲン特異的免疫療法であ
る。欧米では古くから普及してい
る治療法であるが、長期間、何度
も通院することが必要であり、ま
た稀にアレルギーショック症状が
起こるなどの欠点があるために、
日本ではあまり普及していなかっ
た。現在研究されている免疫療法
は、図表１に示した感作成立まで
の過程のうち、2型ヘルパーＴ細
胞やＢリンパ球の働きを抑制し
て、花粉特異 IgE抗体産生を減少
させようとするものである。
　スギ花粉CpGワクチンは、も
ともと細菌などの微生物に由来す
る DNA断片（非メチル化 CpG
モチーフ）が免疫細胞を強く刺
激する作用があることを利用し
て、これにスギ花粉アレルゲンの
主要タンパク質であるCryj1 およ
びCryj2 を結合させたものを投与
して、スギ特異的なTh2 細胞を
抑制しようとするものである。米
国では、ブタクサ花粉症に関して
同様のワクチンの臨床試験が行わ
れて、効果があることが報告され
ている。スギ花粉CpGワクチン
は、ブタクサ花粉アレルゲンをス
ギ花粉アレルゲンに代えたもので
ある。すでにマウスによる実験で
は有効性が示されており、臨床試
験開始に向けての準備が進められ
ている。有効性・安全性が確認で
きれば、臨床試験開始から２～３
年後には実用化に向けて動き出す
と考えられる。
　舌下減感作療法はこれまでの注
射による減感作療法と異なり、舌
の下に花粉エキスを滴下する（通
常はエキスをしみこませたパン片
を舌下に 2分ほど置く）ことによ
って減感作を行うものである。こ
の療法はヨーロッパではすでに承
認されているものであり、有効性
についてのデータも多い。
　花粉症緩和米はスギ花粉症に
図表５　文科省・厚労省が推進する治療法開発のロードマップ
図表６　農水省が推進する花粉症緩和米開発のロードマップ
科 学 技 術 動 向　2006年 2月号
14 Science & Technology Trends   February  2006 15
我が国における花粉症対策の展望
対する予防効果を持つと考えられ
るペプチドを遺伝子組換え技術を
用いて、イネに導入したものであ
る。すでに知られているヒトのＴ
細胞が認識するスギアレルゲンの
抗原決定基（Ｔ細胞エピトープ）
のうち、主要なエピトープとして
同定されている７個のエピトープ
を連結したペプチド（7Crp）に、
遺伝子導入に関与するいくつかの
遺伝子をさらに連結させたペプチ
ドを、米の胚乳中に蓄積するよう
に遺伝子組換えを行ったものであ
る。このスギ花粉症予防効果ペプ
チド含有イネは、遺伝子組換え生
物等の使用等の規制による生物の
多様性の確保に関する法律（カル
タヘナ法）に基づいて、隔離ほ場
における栽培等の承認を受けてい
る。農水省が示したロードマップ
では、環境影響評価と食品として
の安全性評価を実施した上で、人
に対する効果の確認を行って、実
用化に取りかかることが示されて
いる。
4   スギ花粉症対策の今後の方向性蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
４‐１
より効率的な発生源対策と
対策効果の評価
　より効率的な発生源対策を推進
するためには、農水省・林野庁と
環境省、気象庁でそれぞれ進めら
れている発生源対策と花粉飛散予
測システム開発の連携をさらに強
化して、全国のスギ・ヒノキ林に
ついて人口集団への花粉曝露寄与
度マップを作成し、発生源対策を
すべきスギ・ヒノキ林の優先度を
決め、その上で対策費用、必要な
人員を見積もって、対策全体のロ
ードマップを示す必要がある。
　現状では、ある地域のスギ・ヒ
ノキ林に発生源対策を行った結果
として花粉飛散数がどれぐらい減
少するかという推測が可能となっ
ても、その推測値から花粉への感
作率がどの程度低下するかを予測
することは困難である。そのため、
花粉への曝露量と花粉によるアレ
ルギー反応との関係を明らかにす
るための研究を進める必要がある。
盧発生源対策の費用と人員
　農水省・林野庁が進めている
発生源対策を広大なスギ・ヒノ
キ林に適用するためには莫大な人
員と費用が必要であると考えられ
るが、これらの対策費用は具体的
に見積もられていない。例えば、
2005年度予算では、地球温暖化対
策に関連した森林整備・保全費用
として、640 万 ha で 2,500 億円の
事業費が計上されている。したが
ってスギ花粉症対策のための森林
整備においても、おそらく同レベ
ルもしくはそれ以上の費用が予想
される。一方で、我が国の林業従
事者は減少の一途をたどり、この
30 年間に約 1/3 に減少すると共
に高齢化も進んでおり（図表７）、
実際にスギ花粉症の発生源対策と
しての森林整備・保全を担う人員
が確保できるかどうかは不明確で
ある。
盪推計を基にした対策地域の
　優先度決定
　広大な面積を持つスギ・ヒノキ
林の全てについて、花粉の少ない
品種や無花粉の品種に代えること
や雄花の量が多い木の抜き伐りや
間伐を一度に実施することは非現
実的である。したがって、まず、
全国のスギ・ヒノキ林について地
域ごとの人口集団への花粉曝露寄
与度を推計して、優先度を決めな
ければならない。例えば、人口の
多い大都市圏におけるスギ・ヒノ
キ花粉飛散量に最も寄与の大きい
スギ・ヒノキ林はどの地域のもの
であるかという情報を得ることが
必要である。優先度を決めた上で
対策費用、必要な人員を見積もっ
て、対策全体のロードマップを示
す必要がある。そのためには、ま
ず、スギ花粉生産量・発生量の予
図表７　林業就業者数と年齢別構成比の推移
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測とともに、４‐１蘯に述べるよ
うな大気中拡散予測とその基盤と
なる気象観測・予報システムを含
めたスギ花粉飛散モデルを確立し
なければならない。また、優先度
を決定する際には、国土保全や地
球温暖化防止におけるCO2 吸収
源、水源のかん養等の重要な機能
を損なうことがないよう配慮する
必要がある。
蘯観測データの蓄積と精度の向上
　スギ花粉は数十kmを飛散する
と考えられているために、広範囲
な空間をカバーする飛散予測モデ
ル構築が必要となる。さらに、大
気中での花粉の流れの速度を考慮
すると時間単位での観測データが
必要である。現状の花粉の空間・
時間分布に関する観測データでは
不十分である。従来の空中花粉観
測はダーラム法とよばれる、スラ
イドガラスに沈着した花粉を染色
後、光学顕微鏡下で計数する方式
で行われてきた。基本的にはダー
ラム法による観測は日単位のもの
であるため、ダーラム法による観
測データに基づいて、時間単位の
予報システムを構築することは困
難である。スギ花粉の発生源であ
るスギ林におけるリアルタイムの
発生量データはほとんど無いのが
現状である。また、環境省が展開
している観測システムでは観測地
点が限られており、花粉飛散予測
システムの精度向上のためには、
まずどの程度の観測地点がどの地
域に必要かなどの基礎検討を進め
ていく必要があると考えられる。
さらに、現在の花粉自動計測器は
スギ花粉特異的な計測装置ではな
く、スギ花粉の粒径に着目した粒
子計測器であるために、種々の条
件で誤差が入りうるものである。
したがって、花粉計測器自体の改
善及び精度向上にも取り組んでい
かなければならない。
　現在、ある年の総飛散数予測は
スギ雄花の着花状況に基づいて行
われており、スギ花粉の飛散シー
ズン前の 11～ 12月には可能とな
っている。スギの花芽は前年の夏
にでき、その生産量は夏の気象条
件が影響するため、従来は夏気温
等に基づいた統計的な予測が検討
されていた。しかし実際その他の
要因も加わるために夏の気温など
の気象条件だけでは誤差が出てく
るため、スギの雄花が大きく生長
する秋にその出来具合を観察して
飛散総量を予測する手法が採られ
るようになり、その予測精度は近
年向上している。
　しかし一方で、花粉飛散開始日
と終息日の予測については精度が
十分ではない。飛散開始日は治療
薬の投与開始に関係するため、数
日単位の精度が要求される。スギ
の雄花は秋に成長が止まり、一旦
休眠状態になる。この休眠状態か
ら目覚めるための気象因子を分析
し、花粉が飛び始める時期が推定
されている。しかしながら、休眠
打破のメカニズムは十分に解明さ
れているとは言い難く、今後、メ
カニズム解明のための基礎研究を
行い、精度向上を図っていくこと
が望まれる。
盻対策効果の評価手法の確立
　対策効果の評価については克服
すべき課題が多い。すでに述べた
ように、花粉症の発症には感作と
症状発現の二つの段階がある。両
者における量－反応関係について
は不明な点が多い。特に、遺伝的
素因を含めて集団的にみた場合、
どれだけの量の花粉に曝露される
とどれぐらいの割合の人が感作さ
れるのか、というデータは皆無で
ある。そのため、発生源対策を行
った結果として花粉飛散数がどれ
ぐらい減少するかという推測が可
能となっても、その結果として花
粉への感作率がどの程度低下する
かを予測することは、現状では困
難なのである。一方、花粉症を発
症している人が、花粉飛散期にど
の程度の曝露（飛散数）によって
症状を発現させるかという検討は
ある程度なされており、その知見
に基づいてスギ花粉飛散予報のラ
ンク分けがなされている。対策効
果の評価という観点からは、この
ようなランク分けだけでは不十分
ではあるものの、当面はアレルギ
ー症状の発現率を尺度とした対策
効果の評価を行わざるを得ない。
花粉への曝露量－反応関係を明ら
かにするためには、花粉観測網を
充実させるとともに感作の成立時
期として重要な若年層に対する疫
学調査を継続して実施する必要が
ある。
４‐２
予防・治療対策における
課題克服
　現在重点的に進められている
ワクチン開発や舌下減感作療法な
どの新しい予防・治療対策は、基
礎的な検討結果を見る限り実用化
に向けて期待が持てるものである
が、今後は臨床試験を実施し、医
薬品としての承認を得るための研
究支援が必要である。実用化のた
めには製薬メーカー等との共同開
発が必須であり、共同開発で生じ
うる問題点をあらかじめ明確にし
ておかなければならない。
盧研究支援と臨床試験への支援
　現在開発が進められている予
防・治療対策の早期の実用化のた
めには、免疫・アレルギーの基礎
研究の支援と臨床試験の実務的な
支援の両者が必要であると考えら
れる。基礎的な生命科学研究の成
果をもとに、有望な診断・治療な
らびに予防法を開発し、これを速
やかに実用化し、患者へ還元する
ための研究をトランスレーショナ
ル・リサーチと呼んでいるが、ス
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ギ花粉ワクチンの開発は、まさし
くこのトランスレーショナル・リ
サーチである。例えばがん研究
においては文科省が 2004 年度か
ら「がんトランスレーショナル・
リサーチ事業」11）を開始してい
る（図表８）。この事業では、臨
床試験のうちフェーズⅠとフェー
ズⅡ前期を対象として、研究先端
医療振興財団（臨床研究情報セン
ター）が臨床研究プロトコルの作
成、臨床データ管理、統計解析等
の支援を行っている。一方フェー
ズⅡ後期からフェーズⅢについて
は、この事業の基本方針に「企業
等が第Ⅱ、Ⅲ相臨床試験を引き継
いで行うなど、実現性が見込まれ
ること。」と記されているように、
実用化の受け皿として臨床試験の
費用を負担して承認手続きを担当
する製薬会社などの企業の存在が
不可欠である。スギ花粉ワクチン
開発においてもこの例と同様の支
援が必要であると考えられる。
　舌下減感作療法について、
Cox12）は 100 の研究報告のレビュ
ーを行っているが、症状軽減や治
療薬減少などに効果が認められる
が、効果的な投与量、投与頻度・
回数、投与時期の設定や、作用機
構、高感受性群での安全性などに
疑問が残るとしている。今後は治
験例を増やし、投与アレルゲン濃
度や投与方法を最適化して、スギ
花粉アレルゲンエキスの有効性・
安全性の評価を早期に実施し、よ
り早い承認を目指すべきであると
考えられる。
盪ワクチン開発等の推進
　CpGワクチンなどスギ花粉症の
発症予防のためのワクチンについ
ての基礎的な研究の成果は、実用
化に向けて期待が持てるものであ
る。しかし、新薬開発には多く困
難があり、臨床試験の途中で開発
が中止されて市販に至らなかった
ものが数多くある。この種のワク
チン開発にも今後克服しなければ
ならない課題が多く待ち受けて
いるものと考えられる。前述の
がんトランスレーショナル事業
の例で示したように、研究者個
人や研究機関のみで臨床試験の
すべてのフェーズをクリアして
国の承認をうけ、さらに市販ま
で持ち込むことは不可能であり、
臨床試験の実施における国の関与
は限定的なものにならざるを得な
い。この解決には、製薬メーカー
等との共同開発が必須である。ま
た舌下減感作療法についても、使
用する花粉エキスを現在認可され
ている注射用のものと異なるもの
にする場合には、新たに薬事法に
基づく承認を得る必要があり、こ
れについても製薬メーカーの関与
が必要である。
蘯花粉症緩和米の安全性確認
　花粉症緩和米は革新的なアイデ
アに基づいたものであるが故に、
その安全性および有効性評価の手
続きに関する高度な判断が求めら
れ、今後克服すべき課題が多い。
遺伝子組換え作物の環境影響評価
についてはカルタヘナ法に基づい
た手順が定められており、スギ花
粉症予防効果ペプチド含有イネに
ついては、今後一般ほ場における
使用の許可を得る必要がある 13）。
食品としての安全性評価について
は、食品安全委員会が遺伝子組換
え食品の安全性評価基準をすでに
定めている 14）。したがって、スギ
花粉症予防効果ペプチド含有イネ
を単に遺伝子組換え食品と見なせ
ば、環境および食品安全性を評価
手順は明確である。しかしながら、
7Crp そのものを用いたペプチド
ワクチンなどの免疫療法を実用
化する場合には、薬事法に基づく
医薬品としての有効性・安全性に
関する審査を受けなければならな
い。したがって、仮に花粉症緩和
米を医薬品として評価する場合に
は、図表８に示されているように
臨床試験の各段階を踏まなければ
ならないことになる。さらに遺伝
子組換え食品全体に対する消費者
からの否定的な見解も存在する。
図表８　がんトランスレーショナル事業 11）
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　本稿では、国民的に関心の高い
スギ・ヒノキ花粉を取り上げ、そ
の花粉症対策の展望を示した。イ
ネ科花粉などによる他の花粉症
についても、花粉の飛散範囲が局
所的であるなどの理由から十分に
その実態が把握されていない面が
あるものの、その有病率はかなり
高いと報告されている。また、花
粉症は大気汚染などの環境汚染と
の関連性を指摘されることも多い
が、環境汚染の関与があるとして
もそれは花粉症に限定されるもの
ではなく、すべてアレルギー疾患
に関わる問題であると思われる。
アレルギー疾患全体の世界的な増
加傾向も顕著である。したがって、
スギ花粉症増加の背景には日本固
有の原因があるものの、対策の前
提としてはアレルギー疾患全体の
予防・治療対策の中での位置づけ
を明確にしたうえで各研究に取り
組むべきであろう。
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　ナノテクノロジーとは一般に１
～ 100 ナノメートル（ナノは 10
億分の１を意味する）スケールの
材料・部品を用いて実現する技術
を指す１）。それらの材料・部品は
十個から数百万個程度の原子によ
り構成され、従来のバルク材料と
は全く異なる性質を持つ。特異な
原子配置やそれに伴う特異な電子
状態が現れ、新規デバイスの重要
な基礎となる一方、新たな技術的
難題ももたらす。例えば半導体の
CMOS は、すでに現在加工の最
小幅が 65 ナノメートル程度まで
微細化が進んでいる２）。現在の主
要な問題は微細化に伴うリーク電
流の増大を阻止することで、高誘
電率の絶縁膜材料の研究が盛んに
行われている。この他に導線素材
としてのナノチューブ、スイッチ
機能まで含められる単分子デバイ
ス、電子スピンを利用したスピン
トロニクス、ナノスケールのクラ
スター（原子塊）によるナノ触媒
など興味深い研究課題の例は少な
くない。
　計算機シミュレーションによる
設計（CAD）は、すでに多くの産
業分野で利用され、開発の効率化
に寄与している。それらのシミュ
レーション技術は、各々、科学的
な基礎理論をベースに適当なモデ
ル化を通して構築されている。そ
れではナノテクノロジーのデバイ
ス・材料設計のためのシミュレー
ション技術はどのように構築され
るべきだろうか？　ナノスケール
では電子の波動としての性質が顕
著になり、それが新規機能の基礎
となる。またサイズが小さいこと
から接触技術による操作はもはや
難しく、光・電場・磁場などによ
る電子状態・原子配置の制御が必
要となる。このような性質を予測・
解析するためには量子力学をベー
スにする必要がある。さらに微小
スケールゆえに実験による経験デ
ータの蓄積が難しいことを考慮す
ると、モデル化における「精度」
も重要な要素となってくる。
　この量子力学をベースにした
高精度な電子・原子のシミュレ
ーション技術自体は、何も新し
いものではない。これまで数多
くの物理・化学・材料科学の理論・
計算科学研究者が取り組んでき
たことそのものだからである。従
って彼らが用いている計算手法及
び計算コード（プログラム）を利
用すれば良いことになる。実際、
計算科学研究者がシミュレーシ
ョン部分を担当する実験科学研
究者・応用開発技術者との共同研
究・開発は、これまでにも多数行
われてきている。
　しかしナノテクノロジーの進
展速度は著しいことから、シミュ
レーション技術を従来からの計算
科学研究者の範疇だけに留まらせ
ておいては、対応が遅れてしまう
可能性がある。そこでシミュレー
ション技術を広く専門外の人間で
も利用できるような環境づくりが
必要となってくる。半導体技術の
軍民転換、研究用ツールであった
web 技術の一般への浸透といった
「普及」が、その後に急激な技術
革新をもたらしたことは記憶に新
しい。実際、米国ではこの「普及」
の重要性を認識し、施策をすでに
実行しつつある。技術立国を掲げ
る我が国もこの点を検討して行く
必要があると考える。
　ただナノサイエンス（基礎科学）
研究者の先端シミュレーションコ
ードをナノテクノロジーの技術者
に受け渡しするだけで即技術移転
できる訳ではない。両者の間には
対象とするスケールに関するギャ
ップが依然として存在し、それに
伴い現象の捉え方に関するギャッ
プも存在する。このためナノサイ
エンスのシミュレーション技術の
有用性に懐疑的な技術者も多い。
このギャップを埋めることが普及
に不可欠な要素となってくる。ナ
ノサイエンス側の研究者がより大
きいサイズの計算や、より有用な
物理量の計算に向けて手法開発に
取り組む一方で、ナノテクノロジ
ー側の技術者もシミュレーション
の根底にある理論・モデル化を理
解し、小さいサイズの計算結果か
ら知見を吸い上げていくことが大
切になってくるであろう。それを
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実現するにあたり両者の間の交流
の促進が重要となってくる。
　このような観点の下、本稿ではナ
ノサイエンスの先端シミュレーショ
ン（ナノシミュレーション）技術の
普及がナノテクノロジーの開発の
促進に役立つ可能性が十分にある
という立場から、それを効果的に
実現するための必要条件を検討す
る。まずナノシミュレーション技
術で何ができるかを概観した後、
当該技術の普及に関する米国、欧
州及び日本の動向を分析し、最後
に今後我が国が行っていくべき施
策について提言を行いたい。
2   ナノサイエンスの先端シミュレーション（ナノシミュレーション）技術 蘆蘆蘆蘆
　ナノテクノロジー開発に関連す
るナノシミュレーション技術の概
要を図表１にまとめる。この中で
特に重要なのが、経験データを要
せず、従って高精度な計算が可能
な、量子化学計算や密度汎関数理
論に基づく第一原理電子状態計算
などである。それらについては、
すでに製品化されたソフトウェア
が出回っている。例えば前者では
Gaussian や GAMESS が、後者で
は CASTEP や VASP などが有名
である。これらのソフトウェアは
既にナノテクノロジー開発に利用
されている。例えば、国内化学メ
ーカーでは、第一原理計算のソフ
トウェア製品を用いて固体酸触媒
の機構解析を行い、材料設計に一
定の成果をあげている３）。
　このようにソフトウェア製品が
有用であることは確かだが、問題
点も残されている。例えば、①先
端的な計算手法の導入が行われな
かったり、遅れる場合がある、②
通常バイナリ形式による公開のた
めソフトウェアの中身をユーザー
が調節できない、③従って各自の
課題に応じた計算技術の導入をす
ることができないなどが挙げられ
る。日進月歩しているナノテクノ
ロジー開発への適用を考える場合
このような状況は好ましいことで
はない。またこのようなソフトウ
ェア製品の開発中枢は欧米諸国に
あり、これらにばかり頼ると、ナ
ノサイエンスの面でもナノテクノ
ロジーの面でも常に諸外国の後手
に回ることは必至である。
　実際、ソフトウェア製品にま
だ余り組み込まれていない最先端
の計算手法は幾つもある。例えば
量子伝導計算に向けた非平衡グリ
ーン関数（NEGF）法は４）、ナノ
テクノロジー開発に寄与するレベ
ルまで到達しているかどうかは不
明ではあるが、最近フラーレン
（C60）とシリコン表面間の電気伝
導度を定量的に予言できることが
示され、その有用性が実証されつ
つある（図表２）５）。量子化学計
算・第一原理計算は原理的に絶対
零度（－273℃）での理論であり、
室温（25℃）の現象をすべて説明
できる訳ではない。そこで有限温
図表１　ナノサイエンスの先端シミュレーション技術の概要
図表２　 NEGF 法を用いた単分子デバイスの電気伝導シミュレーション
の結果（印加電圧に対する抵抗）と実験値の比較５）
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度の構造安定性・反応を議論でき
る自由エネルギー計算を効率的に
行う手法も提案されつつある６）。
筆者らは最近電気化学で有用な標
準酸化還元電位の第一原理計算手
法を開発した７）。このような新規
計算手法に迅速に対応するために
は、ソフトウェア製品ばかりに頼
らず、計算手法・コード・ソフト
ウェアの自主開発の促進が必要と
なってくる。
3   ナノテクノロジー開発に向けた ナノシミュレーション技術の普及に関する米国の動向蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
３‐１
米国のナノテクノロジー
開発動向の概観
　米国ではナノテクノロジーに関
する連邦レベルの R&D プログラ
ム国家ナノテクノロジーイニシア
チブ（NNI）が実施されている８、９）。
そこでは米国科学財団（NSF）、
エネルギー省（DOE）など 23 の連
邦機関が、ナノスケールのサイエ
ンス、エンジニアリング、テクノ
ロジーに関連する活動を行ってい
る。NNI の設定目標は
① ナノテクノロジーに関する世界
レベルの研究開発プログラムの
維持
② 商品への新規技術の移転の支援
③ ナノテクノロジーの進展に向け
た教育資源、スキルのある労働
力、支援基盤の開発
④ 社会に対して責任のあるナノテ
クノロジーの発展のサポート
となっている。４項目のうち３つ
が技術移転や普及に関連している
点は注目に値する。実際、一般ユ
ーザーが利用可能な R&D 施設の
大学や国立研究所内への建設や、
ユーザーネットワーク設立の支援
が行われている。NNI の R&D セ
ンターとユーザー共用施設等の概
観を図表３に示す。
　NSF の設けたネットワーク
の例としてまず挙げられるの
が、National Nanotechnology 
Infrastructure Network（NNIN）
である10）。NNINはNNUN（National 
Nanofabrication User Network，
1994 ～ 2003）によるユーザー支
援活動を引き継ぎ、2004 年３月
から５年間のプロジェクトとし
て始まった。NNIN は 13 の大学
サイトからなる実験施設の集合
体で、最新の実験設備を通常は
使うことのできない学生や中小ま
たはスタートアップ企業の技術者
に対し実験の機会を供与し、その
利用サポートも行っている。その
図表３　 アメリカの国家ナノテクノロジーイニシアティブ（NNI）が進めるR&Dセンター、ユーザー共用
 施設、ネットワークの概観
 NNI Strategic Plan（2004. 12）を元に、科学技術動向研究センターにて作成
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NNIN の中に、computation 部門
の NNIN/C（computational drive）
が存在している 11）。一方、NSF
には computation に焦点をあて
た別のネットワーク Network for 
Computational Nanotechnology 
（NCN）も設けられており、ナノ
シミュレーション技術の普及活
動を行っている 12）。このように
NSF では、従来からある COE 型
（研究拠点型）に加えてナノテク
ノロジー従事者の底辺拡大・底上
げに主眼をおいたネットワーク型
プロジェクトを展開しつつある。
　DOE ではナノスケール物質の
合成、加工、製造に焦点をあて
た Nanoscale Science Research 
Centers（NSRCs）と呼ばれる５
つのユーザー施設を既存の国立研
究所内に建設中である 13）（図表３
参照）。この NRSCs の中にも理
論、モデリング、シミュレーショ
ンに焦点を当てているセンターが
幾つかある。ここではユーザーが
NSRCs の研究者との共同研究の
提案を行い、審査に通って初めて
NSRCs の特殊な装置群やサポー
トスタッフの支援が利用可能にな
る。従って計算科学研究者同士の
本格的な共同研究主体の先導的研
究に重点が置かれているようであ
る。このように普及と先導的研究
の両輪を備えることが重要だろう
と考えられる。
３‐２
NNIN/C11）の状況
　まず NNIN/C の活動状況につ
いて分析する。前述のように本体
である NNIN は 13 サイトからな
るユーザー施設の集合体で、各サ
イトはそれぞれ特徴的な分野を持
っている。一般ユーザーは技術相
談窓口のアドバイスにより自分の
課題に合致したサイトを紹介して
もらうことができ、通常２週間以
内に装置利用までたどり着くこと
ができる。原則的に誰でも利用申
請可能であるが、利用には一定の
使用料が課される。NNIN の技術
スタッフはあくまで技術サポート
に徹するため、共同研究という形
を取ることはない。その代わり、
様々なスキルのユーザーに対応す
べく、多種の講習・トレーニング
を提供している。
　 そ の 中 に Computation 部 門
（NNIN/C）が存在する。NNIN/C
の目的は、①ナノスケールの問題
に取り組むためのソフトウェアの
作成・集積・維持、②専門外のユ
ーザーでも迅速に問題解決できる
ようなマニュアル準備・技術サポ
ート及び講義の提供、web 上にシ
ミュレーション実行用のオンライ
ンサイトの設置、③ユーザーから
のフィードバックパスの維持、と
いうもので、ソフトウェア公開後
のサポート活動に重点が置かれて
いることがわかる。
　想定ユーザーは次のように記さ
れている。①実験研究者、技術者、
②最新ソフトウェアにアクセスで
きない計算科学研究者及び学生、
③コード開発・拡張のベースとな
るソフトウェアが必要な研究者、
④自分のコードを提供したい計算
科学研究者、などである。このよ
うにシミュレーションに関しては
初心者のユーザーから、コード開
発者までの幅広い層の取り込みを
念頭に置いているようである。特
にコード開発者の取り込みは、ソ
フトウェア群の質を高める観点か
ら重要だと考えられる。
　NNIN/C の ソ フ ト ウ ェ ア 群
（2005 年 12 月現在）を図表４に示
す。内容は第一原理計算からデバ
イス設計関連のソフトウェアまで
バランスよく揃えられている。い
ずれのソフトウェアも web 上で
の内容説明・マニュアルなどがそ
れなりに揃っており、技術窓口も
明示してある。また NNIN/C は
ハードウェアの提供も行ってい
る。あわせて1,000cpu程度の複数
のクラスターマシンが用意され、
ユーザーはリモートアクセスがで
きる。標準的なシミュレーション
はこの程度のハードウェアで十分
足りると考えられる。全体の運営
はハーバード及びコーネル大学の
科学者が行っている。一般ユーザ
ーが迅速にシミュレーションに取
り組みやすい環境ができていると
いえる。
　NNIN/C に関して気になる点
は、秬明確なポータルサイトが
図表４　NNIN/C のソフトウェア群
カテゴリー 特徴 ソフト名（開発元）
第一原理計算
平面波基底、標準的 ABINIT※（ベルギー）
平面波基底、標準的 CPMD※（スイス、ドイツ）
実空間、擬ポテンシャル PARSEC※（ミネソタ）
実空間、非等方メッシュ HARES
LMTO法、励起・量子輸送 LM Suite※（アリゾナ）
量子化学計算 標準的 NWChem※（ワシントン）
TB法 CMOSの量子輸送 SEMC‐2D
古典MD法 環境依存型ポテンシャル EDIP（ハーバード）
量子細線・ドット SETE（ハーバード）
その他
遷移状態探索、NEB法 ANEBA
フォトニック結晶のバンド構造 MIT Photonic Bands※（MIT）
シリコンMOSのCV計算 UTQUANT（テキサス）
2次元粒子輸送 TOMCAT（テキサス）
中性子輸送 UT‐MARLOWE（テキサス）
※他の公開ソフトウェアの二次公開を示す
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見当たらないこと、秡講習・チュ
ートリアルの動きが見当たらない
こと、秣デバイス設計用のソフト
ウェアは自主開発度が高いが、第
一原理計算系は他の開発元の公開
ソフトウェアの二次公開になって
いるものが目につくこと、が挙げ
られる。秬、秡についてはまだ稼
働直後ということもあるので、今
後うまく実現できるかどうかが
NNIN/C の重要な課題と言えよ
う。しかし総合的に見て、参考に
すべき点が数多くある。
３‐３
NCN12）の動向
　NCN は NSF の最初のネット
ワークとして NNIN/C より早く
2002 年にスタートした。NCN は
ナノテクノロジー開発の進展に向
けた理論・実験・計算の連結を
目標としている。NCN では新規
計算手法・コード開発を行ってい
るナノサイエンスの研究者が運営
の中枢に関わり、ソフトウェア製
品ではまだ利用できない最新シミ
ュレーション技術の提供も目指し
ている点が注目される。特にナノ
エレクトロニクス、NEMS（ナノ
エレクトロメカニカルシステム）、
ナノバイオエレクトロニクスに焦
点をあて、量子伝導計算などの先
端的計算手法のソフトウェア開発
がすでに行われつつある。
　また講習会や web 上の教育資
源を通した一般ユーザーへの普
及活動には目を見張るものがあ
る。基礎理論とシミュレーション
実習を含めたサマースクールを実
施し、さらにその講習の様子を動
画に収めて web 上でも公開して
いる。従ってスクールに参加でき
なかったユーザーも、講義の恩恵
をある程度受けることができる。
NCN ではシミュレーション用
web ポータルサイト「nanoHUB」
がすでに準備され、ナノシミュレ
ーションソフトウェアと計算機ハ
ードウェアの一般ユーザーへの提
供が既に稼働している 14）。ユーザ
ーは nanoHUB にてシミュレーシ
ョンを実行し、結果を確認するこ
とができる。そこには各ソフトウ
ェアの詳細な説明、マニュアルが
準備されており、専門外ユーザー
がソフトウェアのインストールな
どの初期作業なしに速やかにシミ
ュレーションに取りかかることが
可能となっている。シミュレーシ
ョンを利用したユーザー数は直近
１年で 1,600 名程度という利用統
計が出ている。ハードウェアとし
ては 200cpu のクラスターマシン
が用意されている。最初のトライ
アルとしてはこのシステムサイズ
で十分であろう。このようにソフ
トウェア公開後のサポートがあら
ゆる面で機能している点は高く評
価できる。
　NCN のソフトウェア群も第一
原 理 計 算（GAMESS、ABINIT、
CPMD など）からデバイス設計
用（TBGreen など）のシミュレ
ーションソフトウェアまで揃えら
れている。NCN も第一原理計算
系は他の開発元の公開コードの二
次公開がほとんどであるが、デバ
イス設計系は自主開発度が高いよ
うである。とりわけ前章で紹介し
た NEGF 法による量子伝導計算
ソフトウェアは５）、計算手法開発
者が NCN に所属していることも
あり、世界の最先端と言ってよい
だろう。このように最先端のシミ
ュレーション技術のラインアップ
も魅力的な要素といえる。
　NCN はさらに、米国のグリッ
ドプロジェクトの一つ TeraGrid
との連携も 2005 年から始めてい
る 15）。これにより、より実践的
な計算規模を必要とするユーザー
への対応も行われつつある。ただ
NCN のソフトウェア群がどのノ
ード（プラットフォーム）でも十
分性能が出るようチューニングさ
れているかどうかという点につい
ては不明な点もある。ソフトウェ
ア公開においては、異なるプラッ
トフォームへのチューニング等の
対応もまた重要な要素である。い
ずれにしてもNCN というソフト
ウェア主導のプロジェクトがまず
あって、そこにグリッドというハー
ドウェアのプロジェクトが入って
きているという点は、プロジェクト
がハードウェア中心から始まりが
ちな日本とは対照的で興味深い。
4   ナノシミュレーション技術の普及に関する欧州の動向蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
４‐１
欧州のナノテクノロジー
開発動向の概観
　ここでは欧州全体としての取り
組みに焦点を当てる。欧州には米
国のようなナノテクノロジーに特
化した強力なイニシアティブは存
在しないが、欧州全体の科学技術
政策を進めている欧州委員会がそ
の役割を果たしている。
　欧州委員会は、研究・開発に関
して国家間の垣根を取り払い、欧
州を一つの共同体として機能させ
る「欧州研究圏（ERA）構想」と
いう施策に取り組んでいる段階で
ある16）。ERA構築のための研究投
資の基本計画という位置づけにあ
るのがフレームワークプログラム
（FP）であり、現在 2006 年までは
第６次フレームワークプログラム
（FP6）が走っている 17）。その７つ
の最優先領域の中に「Information 
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society technologies（IST）」 と
「Nanotechnology and nanosciences, 
knowledge-based function materials, 
new production processes and 
devices （NMP）」という情報系・
ナノテクノロジー系の２領域が
あり、両者の下にナノシミュレー
ション技術の利用を掲げているプ
ロジェクトが幾つかある。また、
2007 年からは７年間の予定で、第
７次フレームワークプログラム
（FP7）がスタートすることにな
っているが 18）、そこでは FP6 の
プログラムに加えて、欧州の産業
界のニーズに合う開発研究に焦点
をあてた「Technology Platforms」
と「Joint Technology Initiatives」
という項目が増える予定となって
いる。従って、FP7 ではナノサイ
エンスとナノテクノロジーを連結
させるような動きが加速するもの
と予想される。
　以下では FP5 時に開発が始ま
ったPHANTOMSというソフトウ
ェアハブ及び、その他の物理系第一
原理計算シミュレーションコード
の開発状況について簡単に触れる。
４‐２
PHANTOMS
Computational Hub19）
　欧州内でナノシミュレーシ
ョン技術普及によるナノテクノ
ロジー開発促進を狙ったプロジ
ェクトとしてまず挙げられるの
が「PHANTOMS Computational 
Hub」であろう。このソフトウ
ェアハブは FP5 のプロジェクト
‘Nanotechnology Computer Aided 
Design（NANOTCAD）’（2000 年
1 月～ 2003 年４月）及び‘Network 
of Excellence on Nanoelectronics
（PHANTOMS）’（2000 年 12 月
～ 2004 年 11 月）において構築さ
れたものであり、2002 年４月に
公開された。つまり、日付的には
NCN よりも一歩先んじているこ
とがわかる。目的にはナノスケー
ルの電子デバイス設計に有用なソ
フトウェアの収集とその精度評価
及び実証計算が謳われていた。ワ
ークショップなどによる人的交
流、web 上での情報提供の他に、
産業界ユーザーの取り込みと意見
交換の場の設置なども行ってきた
ようである。
　公開ソフトウェアの内訳は第一
原理計算が２～３に対しデバイス
系が 15 程度とかなりナノエレク
トロニクスに重点をおいた品揃え
となっている。やはり第一原理計
算は二次公開になっているが、そ
の他は自主開発度が高いように
見える。Web 上のポータルサイ
トを確認した限りでは、ソフト
ウェアの説明はまずまずと感じら
れた。しかし、秬精度に関する情
報に乏しいこと、秡ポータルサイ
ト登録後何ができるかの記述が見
当たらないこと、秣問い合わせ窓
口が手薄に見えること、稈そして
web の更新が３年前から行われて
いないように見えることなどのマ
イナス面も多分に見受けられ、ユ
ーザーが安心して利用できる状況
にあるとは言いがたい。これらは
NCN とちょうど好対照であるが、
これが現在走っているプロジェク
トと終了したプロジェクトの差か
もしれない。このことは公開ソフ
トウェア型プロジェクトの成果を
保つためにはソフトウェア公開後
のサポート活動がいかに重要かを
認識させてくれる。
４‐３
その他のシミュレーション
技術普及動向
　FP6 のプロジェクトでもナ
ノシミュレーションが関係して
いるものは数多く存在する。例
えば第一原理計算に携わる理
論・計算科学研究者が直接関わ
っ て い る の は、FP6‐NMP の
‘Nanoscale Quantum Simulations 
for Nanostructures and Advanced 
Materials（NANOQUANTA）’
（2004 年６月～ 2008 年５月）とい
うプロジェクトである 20）。この中
には 図表４で登場した ABINIT
の開発グループなども含まれて
おり、ナノサイエンスの観点で
は大変強力なプロジェクトと言
える。欧州の伝統ともいうべき
講習会等による裾野拡大という
点では既に多くの活動実績があ
る。さらに European Theoretical 
Spectroscopy Facility なる理論の
共用施設を作り、ナノスケール現
象に携わる基礎科学研究者と産業
界技術者の間の共同研究の場を作
ろうという試みも提唱されている。
　欧州科学財団（ESF）21）のプロ
グラムである‘Towards Atomistic 
Materials Design（Psi‐k）’も併せ
て紹介しておく。こちらも欧州
内の第一原理計算に関わる多数の
研究者からなる巨大ネットワーク
である。Psi‐k の援助の下、多
くのシミュレーションコードの
講習会、ワークショップが行わ
れている。これまでに名前の出
た CASTEP、VASP、ABINIT、
CPMD やオーダーＮ法を用い
た SIESTA、量子伝導計算用の
TranSIESTA など多くの独創的
なシミュレーションコードの開発
が、このネットワーク内の研究者
によって行われている。これらの
ソフトウェアを束ねたハブ形成は
行われていないが、各開発元でサ
ポート・メンテナンスが精力的に
行われており、実質的にかなり強
力だと言えるだろう。この欧州の
状況を鑑みると、ナノサイエンス
レベルでの理論構築・計算手法の
開発レベルを保つ努力も重要であ
ることが認識させられる。
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　米国、および欧州の現状分析か
ら、ナノテクノロジー開発促進に
向けたナノシミュレーション技術
普及を効果的に行うために必要な
条件・モデルフローをまとめるこ
とができる。それを図表５に示す。
この中では、３つのキーポイント
が挙げられる。
窕 ソフトウェア公開後のサポート
活動の充実
　普及に向けて最も重要なのはソ
フトウェア公開後の長期的なサポ
ート活動であると言って過言では
ないだろう。アクティビティの高
い技術窓口（リエゾン）の設置、
バグや新規プラットフォームへの
逐次対応、定期的なバージョンア
ップ、講習会・チュートリアルに
おける理論・モデリングの啓蒙と
シミュレーション実習の充実など
が、開発ソフトウェアの資産維持
のための必要条件といえる。
窘 ソフトウェア公開までの必要条
件の改善
　利用しやすい公開ソフトウェア
プロダクト（製品）作りも、普及
にとっては重要である。そのため
には、ナノサイエンスの研究者が
使っているプロトタイプのシミュ
レーションコードを汎用に耐えう
るようにチューニングして、異な
るプラットフォームへの対応を行
い、プロダクト化することが必要
になる。また一定レベル以上のマ
ニュアルの整備、精度検証や速度
検証の情報提示も必須である。グ
ラフィカルユーザーインターフェ
ース（GUI）の整備、プロトタイ
プコードまたは公開ソフトウェア
の二次公開に関連した著作権の適
切な対処なども挙げられる。
窖 先端的な理論構築とシミュレー
ション技術開発のスキル向上
　プロダクトソフトウェアのシー
ズとなるプロトタイプコードの新
陳代謝を高めておくことも重要で
ある。そのためにはナノサイエン
スの理論・計算科学研究者が純粋
に新規理論・計算技術の開発に取
り組み、スキル向上につながるよ
うなプロジェクトの整備も必要で
ある。例えば、スーパーコンピュ
ーター等を利用したグランドチャ
レンジへの挑戦などの先導的研究
も、より一層促進して行かなけれ
ばならないと考えられる。
5   ナノシミュレーション技術普及のためのモデルフロー蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
図表５　 ナノサイエンスの先端シミュレーション技術の普及を効果的にするための構図
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６‐１
JST計算科学技術活用型
研究開発推進事業
（ACT‐JST）22）
　日本でも、シミュレーション技
術の普及による材料設計の促進を
謳った事業・プロジェクトは、実
はこれまでにも数多く存在して
いる。その中で先駆的な役割を果
たした ACT‐JST についてまず
分析する。ACT‐JST は 1998 年
に、シミュレーションソフトウェ
ア開発及びその公開による産業界
への供給を目標に掲げてスタート
した。ソフトウェア開発に特化し
た点、産業界へのソフトウェア供
給を掲げた点は、いずれも当時と
してはかなり画期的な試みであっ
たといえる。1998 年度短期集中
型（１年）で 50 件、その後３年型
で 1998 年度 17 件、1999 年度４件、
2000 年度４件、2001 年度 21 件を
採択し、事業を終了した。ACT‐
JST のホームページには「…JST
では研究開発成果を公開し、新た
なビジネス創造に寄与することを
目指しています。」との説明と共
に、成果として提出されたソフト
ウェア群が公開されている（2005
年 12 月現在）。
　しかし公開の現状を見ると、ユ
ーザーがソフトウェアを使えると
ころまでたどりつくには数々の障
壁がある。実際に利用できるよう
にするためのサポート活動、定期
的なバージョンアップ、普及に向
けた講習会などの活動が行われて
いない。また、ソフトウェアの内
容・基本原理・精度・速度に関す
る説明も十分とは言えないため、
一般ユーザーがソフトウェアのソ
ースをダウンロードしてもユーザ
ーの計算機環境でうまくコンパイ
ルできる所までたどり着くのは難
しいと思われる。重要なことはこ
のようなパイオニア的な事業によ
って明からになった課題を、反省
点として次に繋げることである。
公開ソフトウェアのパッケージと
して必要条件を満足しているかど
うかなどについて、ある程度は厳
しいチェックが必要であろう。さ
らにソフトウェア公開が目的の事
業であるならば、普及状況に関す
る評価も必要であり、その意味で
はソフトウェア公開後のサポート
活動まで含めた長期的な評価が必
要であろう。このようにプロジェ
クト提案者に長期的な責任を持た
せることにより、はじめて一般ユ
ーザーにとって本当に有益なソフ
トウェア群が残っていく状況が実
現すると考えられる。
６‐２
超高速コンピューター網
形成プロジェクト
（NAREGI：National 
Research Grid Initiative）23）
　NAREGI は現実的な運用に耐え
うる品質のグリッド基盤ソフトウ
ェアの開発を目的に、2003 年にス
タートした。基本的にハードウェ
ア及びミドルウェア中心のプロジ
ェクトであるが、さらにグリッド
環境におけるアプリケーションソ
フトウェアの実証研究を産学独共
同研究体制のもとで行っている。
ホームページには「…特に計算科
学手法により、ナノ物質の構造と
それに基づいた機能発現の自然原
理を明らかにし、これまで経験に
のみ依存していた次世代ナノ材料
設計の学術基盤を形成し、さらに
は産業技術への展開を目指してデ
バイス化を目的とした設計技術や
ソフトウェア開発を行う。」と述
べられており、実証ソフトウェア
をグリッド環境共々公開しナノテ
クノロジー開発の促進に繋げよう
という意図が伺える。
　このプロジェクトは現在３年
目であり、これから様々な情報が
出てくると思われるが、現時点で
は、プロジェクト終了後に実証に
使われたソフトウェアがどのよう
に取り扱われ、どのようにサポー
トされていくのか明示されていな
い点が懸念される。また成果ソフ
トウェアのグリッド環境に対する
最適化・チューニングも、どの程
度行われているのか気になる所で
ある。実証研究で取り上げられた
６つのナノサイエンス分野は大変
特徴的であり、それぞれから今後
有用なソフトウェアが発信されて
くることを期待したい。また、ハ
ードウェア中心のプロジェクトに
ソフトウェアの開発・普及が絡む
場合、前者に比べて成果が見えに
くい後者の方には、力が注がれに
くいのではないかという懸念もあ
る。その点では、NCN のように、
ソフトウェア中心のプロジェクト
形成も必要となってくるだろう。
６‐３
戦略的革新シミュレーション
ソフトウェアの研究開発 24）
　ハードウェア中心の我が国の
プロジェクト傾向の中にあって、
ソフトウェアを中心としたもの
も、実はここ数年で出てきてい
る。それが文部科学省 IT プログ
ラムとして 2002 年からスタート
した「戦略的基盤ソフトウェア
の開発」25）、その後を引き継いで
2005 年からスタートした「戦略的
革新シミュレーションソフトウェ
アの研究開発（RSS21）」24）であり、
東大生産研・計算科学技術連携研
6   シミュレーション技術の普及に関する日本の現状蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
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究センターを中核拠点に、化学系、
バイオ系、ナノ系、流体系、構造系、
などの様々な分野のシミュレーシ
ョンソフトウェアの自主開発、実
証計算、そして無料公開を行って
いる。
　このプロジェクトは自前でハー
ドウェアを有しない分、異なるプ
ラットフォームに関する対応には
十分な力が注がれているようであ
る。ソフトウェアのダウンロード
サイトもしっかり整備され、内容
説明・マニュアル等も十分準備さ
れている。ソフトウェア群（図表
６）についても化学・バイオ系か
ら第一原理計算、量子伝導計算に
至るまで有用な計算手法は大分揃
っている。
　さらにソフトウェアのサポート
活動に特色がある。RSS21 では持
続的なサポートに向け、会社形式
の別組織を作っている。プロジェ
クト予算のつき方に左右されずに
ソフトウェアのクオリティを維持
していくことを考えた場合、これ
は一つの選択肢であろう。ソフト
ウェア開発に向けた産業界ユーザ
ーとの意見交換を適宜行い、実際
の開発に反映させているようであ
る。またソフトウェアの使用法に
関する数時間程度の講習会を年に
数回行い、平均 20 名程度の参加
者がいるとのことである。ソフト
ウェアのバージョンアップも適宜
行われており、一般ユーザーから
見て安心して利用できる状況にな
っている。
　このサポート会社に一般ユー
ザーとコード開発者（研究者）の
間を結ぶ開発・サポート用テクニ
シャンを配置したことが、このプ
ロジェクトの最大のポイントだろ
う。これによりナノサイエンスの
研究者とナノテクノロジーの技術
者のギャップの軽減が図られつつ
ある。しかしながら、プロトタイ
プのコードをプロダクトとしての
ソフトウェアに持ってくる部分か
ら、ソフトウェアのバージョンア
ップ・ユーザーの講習までカバー
できるスキルを持った人材は実際
には非常に少ないと思われる。こ
の手の優秀な人材確保に向けて、
サポートテクニシャンのスキル向
上に加えて、テクニシャンの地位
向上と職業としての安定性を付与
するような施策が必要であろう。
　このプロジェクトの問題点を挙
げると、ソフトウェアを無料ダウ
ンロードしたユーザーに対する技
術窓口、サポートが軽視されてい
るように見える点である。またソ
フトウェアの速度・精度に関する
情報公開が不足しているように思
われる。デバイス系に関するソフ
トウェアの充実も望まれる。しか
し、これまでの国内のソフトウェ
ア開発プロジェクトの中では、最
も期待の持てる内容と言えよう。
６‐4
Computational Materials 
Design（CMD）ワークショップ26）
　ソフトウェアのみのプロジェク
トという点では、CMDワークシ
ョップも注目に値する。CMDワー
クショップは2004 年頃に大阪大学
を中心とした幾つかの第一原理計
算研究グループが集まって始まっ
たものであり、2006 年３月に第８
回目のワークショップを予定して
いる。内容は２泊３日程度の合宿
形式で、主催者グループの持つナ
ノシミュレーションコードを用い
たシミュレーション実習とその基
礎理論の講義が行われている。こ
のような合宿形式による教育・技
術移転は人的交流が格段に促進さ
れ、RSS21 の数時間の使用法実習
に比べて遥かに有効であると言え
よう。
　過去７回のワークショップ開
催実績も重要である。このような
継続性はユーザー側にとっても入
りやすい雰囲気を作り、また受け
入れ側も熟練に伴う負担軽減が見
込めるため、両者にとってメリッ
トがあるといえよう。過去７回で
学生 118 名、一般 143 名が参加し
ている。このうち一般については
企業 75 名などが入っており、産
学連携にも期待が持てる状況にあ
る。計算科学・シミュレーション
技術の教育という観点で見れば、
かなりうまくいっている事例と言
えよう。
　ナノテクノロジー開発推進の観
点から見た場合には、第一原理計
算が中心であってソフトウェアの
種類が少ないことが問題点として
挙げられる。一般向けの情報公開
図表６　 「戦略的革新シミュレーションソフトウェアの研究開発（RSS21）」
のソフトウェア群の例
カテゴリー 内容 ソフト名
量子化学計算
密度汎関数法ベース Protein DF
密度汎関数法ベース Protein MD
フラグメント分子軌道法 ABINIT‐MP
第一原理計算
平面波基底、標準的 PHASE
擬ポテンシャル作成 CIAO
拡張平面波基底 ABCAP
誘電率計算 UVSOR
PHASE＋ TB計算＋古典MDの量子古典融合マルチ
スケール手法
CAMUS
TB計算
標準的 FXZTX
NEGF法、量子輸送 ASCOT
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と一般ユーザーの間に入るサポー
トテクニシャンの存在の必要性が
見えてくる。
は行っておらず、問題が生じた場
合にはコードの開発元の研究者に
直接問い合わせなければならない
点も、双方にとって負担になる。
しかしながら現状のスタッフでは
これが限界だろうと思われる。よ
り広範な活動へと展開していくた
めには、コード開発者（研究者）
7   提　言 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　５章で述べたソフトウェア公
開・普及のための必要条件と、６
章におけるシミュレーション技術
の普及に関する我が国の状況分析
をもとに、ナノテクノロジー開発
の促進を目指したナノシミュレー
ション技術普及を効果的に行うた
めの施策を提言したい。
盧ソフトウェア公開プロジェクト
　の評価方法の改善
　公開ソフトウェアの適切な評価
はユーザーに安心と信頼をもたら
すために是非とも必要である。こ
れを踏まえて、今後ソフトウェア
公開を謳うプロジェクトでは、公
開後の長期的なサポート活動、利
用実績まで含めた評価方法を導入
することを提案したい。例えば、
公開後しばらくしてから賞与的な
意味の予算配置を行うというのも
一案である。信頼性のあるソフト
ウェアのみが生き残っていけるよ
うな施策がナノテクノロジー開発
の効率的な促進につながると思わ
れる。
盪ソフトウェア開発・サポート
　向けのテクニシャンの地位確立
　ナノサイエンスの研究者がプロ
トタイプのコードをプロダクトと
してのソフトウェアまで持ってい
き、さらにサポートまで行うのは
事実上不可能である。従って図表
５の秡の部分には、専任テクニシ
ャンを配置できるようなシステム
作りが大事である。特にサポート
で重要な「長期性・持続性」に対
応した、安定した雇用環境（地位）
の確立は必須であろう。その意味
で、適切な組織にサポート部門を
作ってしまうことも一案である。
優秀な人材を確保する観点から、
ナノサイエンス研究者及び先端的
なプログラム開発者との技術的・
人的交流によるスキルアップも重
要な要素である。
蘯 研究者‐テクニシャン‐ユーザー
のリンクの維持＝国産プログラ
ムの開発
　ナノテクノロジーの進展は著し
い。そのスピードに対応するには、
計算技術・プロトタイプコード
を開発しているナノサイエンス
の研究者（図表５の秬の部分）と
普及活動のパート（図表５の秡）
との良好な関係を保持しなければ
ならない。さもないとユーザー側
からのフィードバックによる新規
計算手法・コード開発に即応でき
ず、競争に遅れる危険性がある。
その意味で、国策として、研究者
‐テクニシャン‐ユーザーのリン
クを実現しやすい国産プログラム
の開発の促進が重要になってくる
だろう。
盻ソフトウェアハブの作成
　ナノテクノロジー全体の底上げ
を考える場合、様々な種類のソフ
トウェア群の整備が肝要となって
くる。国内では特に、デバイス系
のシミュレーション技術が目立た
ないため、この部分には強化が必
要である。ソフトウェアハブとし
ては、NCN のようにプロジェク
ト単位でポータルサイトを持ち、
サポートまで含めて一括して行う
ことも可能であるし、長期性・持
続性を重視し共用性の高い組織が
複数のプロジェクトのソフトウェ
ア群を集めてハブを作ることも考
えられる。後者の場合、盪で述べ
たテクニシャンポストをそこに配
置しても良いだろう。
眈 プロトタイプコード開発に焦点
をあてたプロジェクト事業の拡大
　普及とは直接は関係ないが、ソ
フトウェア公開型のプロジェクト
事業が大勢を占める現状では、公
開に関する作業が必須となるた
め、ナノサイエンスの研究者が最
先端の計算手法開発に集中するこ
とが難しい場合がある。そこで先
端計算手法のプロトタイプコード
開発までの所（図表５の秣の部分）
に焦点を当てたプロジェクト事業
の拡大も検討すべきだろう。
　以上のような盧～眈の施策がナ
ノテクノロジー開発の促進に即効
性があるかどうかは断言できない
が、先端シミュレーション技術の
普及に対して効果的であることは
間違いない。このような動きを通
して、理論・実験問わず、ナノサ
イエンスとナノテクノロジーの融
合を強めることが、日本のナノテ
クノロジー発展の将来に資する時
が必ず来ると期待される。
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　我が国のエネルギー供給見通し
（図表１）によれば、2010年には石
油（LPGを含む）および天然ガス
の供給は、原油換算で各々 2.77 ～
2.53億 kl、 9,100 万 ～ 8,100 万 kl
で、全エネルギーの 46 ～ 44％、
15 ～ 14％に、2030 年では、2.56
億 kl、1.08 億 kl、42％、18％に達
する。両者は、全一次エネルギー
供給量の過半を占めると見通され
ている。
　図表２に示す世界の原油確認可
採埋蔵量①②は、新規油田発見・開
発と並んで、深部探査、重質原油
の組込、さらに既存の油田からの
回収率向上の見込みが立つことに
よって毎年増加していくものの、
現行消費量が続けば可採年数は
50 年弱と見積もられている。地
域的には、カナダ等の超重質原
油の組み込みにより北米の埋蔵量
が大幅に増加しているが、西欧、
アジア・大洋州、東欧・旧ソ連の
各地域の可採年数③は 20年以下と
されている。
　一方、世界の一次エネルギー消
費は、2003年において原油換算で
97.4 億トンに達し、その 61％が石
図表１　一次エネルギー供給の見通し 単位：百万褌
1990年度 2002年度
2010年度 2030年度
レファレンス 現行対策推進 追加対策 レファレンス
一次エネルギー
国内供給
512 576 602 585 569 607
エネルギー別区分 実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比
石油 271 53％ 263 46％ 258 43％ 247 42％ 236程度 41％ 233 38％
LPG 19 ４％ 19 ３％ 19 ３％ 19 ３％ 17程度 ３％程度 23 ４％
石炭 86 17％ 111 19％ 111 18％ 105 18％ 101程度 18％程度 106 17％
天然ガス 53 10％ 80 14％ 91 15％ 86 15％ 81程度 14％程度 108 18％
原子力 49 10％ 69 12％ 85 14％ 85 14％ 87程度 15％程度 90 15％
水力 22 ４％ 19 ３％ 21 ３％ 21 ４％ 21程度 ４％程度 20 ３％
地熱 ０ ０％ １ ０％ １ ０％ １ ０％ １程度 ０％程度 １ ０％
新エネルギー等 12 ２％ 14％ ２％ 16％ ３％ 22 ４％ 27程度 ５％ 27 ４％
注１） 2003年度において、各種統計の統廃合等を踏まえ、1990年度以降のエネルギーバランス表を改定したため、最終エネルギー消費および
一次エネルギー供給の実績値は、前回（2001年）の長期エネルギー需給見通しとは異なっている点に留意する必要がある。
注２） 前回（2001年）の長期エネルギー需給見通しにおける「一次エネルギー供給の推移と見通し」のエネルギー別区分のうち、「石油」に
はLPGも含まれているが、今回は含まれていない。
注３）「新エネルギー等」には、新しいエネルギーの他に炉頂圧発電等の廃棄エネルギー活用が含まれる。                                            文献１）（P. 17）
■用語説明■
①確認埋蔵量
　地震探査、油層検層等を通して確認された埋蔵量。
②可採埋蔵量
　その時点で経済的に回収可能な埋蔵量。価格の上昇や採掘法の進歩により、確認埋
蔵量は増大する。経済の変化や価格上昇により、促進回収や厳しい条件の採掘が経済
性を満たすようになり、新規な油田の発見がなくても確認埋蔵量が増加する。
③可採年数
　可採年数 ＝ 
　可採埋蔵量
 生産量（年間）
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油・天然ガスで占められている。
さらに注目すべきは、図表３に示
す国別の石油消費量の推移で、西
欧、日本が微減しているのに対
して、中国を含むアジアで大幅
増大、アメリカやロシアでも微増
している。この統計にインドは含
まれていないが、インドも急速な
経済成長に伴い、世界の石油・天
然ガスの大消費国になっており、
2003 年の石油消費量は日量 242
万バレル、米中日に次ぐ第４位を、
独露と争っている。2030 年のイ
ンドのエネルギー需要は原油換算
10億トンに達し、中国の 25億ト
ンと併せて世界のエネルギー需要
の 25％を占めると予想されてい
る。このように、大人口国におけ
る急速な経済成長に伴う石油・天
然ガス消費の急速かつ大幅な増加
から、図表２の可採年数では楽観
的になれない。
　エネルギー消費量を減少させ
ていくことが我が国の方針とは
いえ、再生可能なエネルギーが
価格と量の両面で供給可能になる
までの間、自国の経済成長、国民
生活の維持に必要な一次エネルギ
ー供給を確保することへの機動的
な総合政策は不可欠であろう。こ
のために、再生可能なエネルギー
の開発と並んで、化石資源を確保
する調和のとれた政策を採用すべ
きであろう。原油・石油商品価格
の高騰、石油・天然ガス資源の権
益確保の過熱に対して、我が国と
しても周到かつ万全の準備が不可
欠である。一次エネルギー供給の
確保には一国の総合力が問われる
ことは言うまでもないが、我が国
においては技術力および産業力を
中心とする戦略の有無が問われて
いる。その中で、石油・天然ガス
資源の探査（探鉱）、開発、生産
における産業、技術と人材が国際
的競争力を持つことにより、他の
資源国と協力しながら経済性安定
性の高い資源を確保していくこと
が、重要な戦略のひとつである。
　現在の石油・天然ガスの探査・
開発・生産は、国際的に分業と連
携によって行われている。産油国
国策会社と世界の石油大企業（５
章で述べるメジャーが中心で、こ
れらに各国の国営あるいは大企業
が増加している）がプロジェクト
オーナーとして上下流業務を主導
している。探査・開発・生産につ
いては、二大サービス企業（ハリ
ーバートン④、シュランベルジェ⑤）
を頂点として、各技術要素の専門
図表３　世界の国別石油消費量の推移 単位：1000バレル／日（％）
1985 1990 1995 2000 2003
日本 4,435（7.6） 5,305（8.1） 5,784（8.4） 5,576（7.4） 5,451（7.0）
中国 1,810（3.1） 2,255（3.4） 3,390（4.9） 4,985（6.6） 5,982（7.7）
アジア（日本・中国を除く） 3,535（6.1） 5,360（8.2） 8,014（11.6） 9,406（12.5） 10,174（13.0）
アメリカ 15,170（26.0） 16,305（24.9） 17,725（25.6） 19,701（26.2） 20,071（25.7）
ドイツ 2,670（4.6） 2,710（4.1） 2,882（4.2） 2,763（3.7） 2,664（3.4）
フランス 1,790（3.1） 1,910（32.9） 1,893（2.7） 2,007（2.7） 1,991（2.5）
イタリア 1,730（3.0） 1,930（2.9） 1,987（2.9） 1,956（2.6） 1,927（2.5）
イギリス 1,630（2.8） 1,760（2.7） 1,757（2.5） 1,705（2.3） 1,666（2.1）
ロシア 4,910（8.4） 5,015（7.7） 2,934（4.2） 2,474（3.3） 2,503（3.2）
中東 2,980（5.1） 3,395（5.2） 4,028（5.8） 4,320（5.7） 4,480（5.7）
その他 17,765（30.4） 19,535（29.8） 18,766（27.1） 20,361（27.1） 21,203（27.1）
世界計 58,425（100.0） 65,480（100.0） 69,160（100.0） 75,254（100.0） 78,112（100.0）
国・地域
年
出典：BP「世界エネルギー統計」2004年度版、文献１）（P.20）
図表２　世界の原油確認可採埋蔵量の推移
OGJ誌（2004年末号）をもとに著者が作成
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企業、土木建設企業、およびロー
カルサービスの各企業が、プロジ
ェクトのためにコントラクターチ
ームを編成し、業務に当るのが通
例とされている。つまり、資源の
権益を獲得し、プロジェクトを主
導するオーナー企業、権益の一部
を期待するプロジェクト参加企業
と、高度の上流技術をもってプロ
ジェクトの推進に協力するサービ
ス企業に分かれる。前者が資源の
獲得、開発、生産の経済性を的確
に判断し、サービス会社の知識を
組織化する。後者は信頼性が高い
上流技術の開発を受けて、多数の
オーナー企業の主導のもとに種々
の開発サービスを行う。この際、
技術の実証・実用は、各々プロジ
ェクトのなかで完成されていなけ
ればならない。同時に、オーナー
が経済性の高い権益を獲得するに
は、国際的なプロジェクト経験と
並んで、総合的な高度の上流技術
の裏付けとサービス会社の有効的
な組織化が不可欠とされている。
　最近の国際情勢から、我が国の
商社および石油開発・精製・エン
ジニアリング等の企業の海外プロ
ジェクトへの入札や参加は拡大し
ているものの、主導性、規模、経
済性の追求の点では、メジャーあ
るいは新興国の活動と比較すれば
決して強力なものとは言えない。
我が国はその優れた工業力を活
かして高い上流技術を開発し、実
用化するという戦略も必要であろ
う。新興産業国・大需要国が、国
営の巨大オーナー会社を活躍させ
ると同時に上流技術を獲得し、新
しい開発に実際に適用していくと
いう例が増加していることに留意
しなければならない。
　こうした背景から、本レポート
では資源技術において上流部門
と言われる探査・開発・生産の
技術と開発状況を概観し、日本
の位置付けを明確にし、近い将
来への準備を提言したい。現時点
で、これらの技術・技術開発をみ
る時、石油メジャーを抱える欧米
先進国、技術的に成長が著しい資
源新興国、大資源国あるいは大消
費国を、各々念頭におくことが必
要である。
④Halliburton
　1919 年、米テキサスで設立。従業員 85,000 人、100 カ国以上で活動。現
在 2 社制。ESG：石油・天然ガス、上流のサービス、工業、建設。KBP：石油・
天然ガス、中下流のサービス、工業、建設。高度 MWD（Measurement While 
Drilling）、LWD（Logging While Drilling）技術／地下実写、生産、災害防止。
第一次湾岸戦争（1991 年）クェイトにおける 320 の油田火災の消火が著名（ホ
ームページより抜粋）。
⑤Schlumberger
　1912年、仏パリ設立。電気検層専門企業。1940年、米テキサスへ移転。従業員
58,000人、80カ国で活動。LWDを最初に導入、Wireline measurement で著名。
ドリリング、物理探査、検層を武器とする企業。
■用語説明■
2   探査・開発・生産技術の概観 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　石油・天然ガス事業の開始から
生産・廃坑に至るまでの概略を、
フローとして図表４に示した。探
鉱、試掘、開発、生産、廃坑の各
工程が、長い歳月に亘って進めら
れる。各段階で各種の技術が平行
的に進められ、その各々の評価を
踏まえて逐次、次の投資額の大き
なステップに進むという息の長い
業務である。
　工程ごとに図表４にあるような
多様な要素技術が開発、実証、採
用および実施されている。いずれ
の技術も開発地域の地質状況、石
油やガスの埋蔵状況、マーケット
との距離に適合させて操作され、
かつ実際に有効性が試され、改良
を重ねて、最終的に油田ごとに最
図表４　石油・天然ガス事業フロー
年   0 3 ～ 5年 6～ 10年
工程 探鉱 試掘 開発 生産 廃棄
技術
広域地質調査
リモートセンシング
???????????????????? ????????? ?? ? ? ? ????
?????????????? ???? ?? ? ?? ? ?? ? ?
費用 探鉱投資 試掘投資 開発投資
操業経費
生産能力拡張
のための再投資
廃坑費用
著者が作成
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適な技術として完成される。従っ
て、技術的な優位性を保つには、
油田開発に対する長い経験と実績
の裏付けが必要である。同時に、
先端技術を常に導入していくこと
も、優位性確保に不可欠である。
現時点での実証・実用技術の多く
は、前記の２社によって運用され
ているので、我が国で開発された
技術もそこで採用されて商用とな
る場合が多い。長期的にはこの国
際システムの変革に挑戦し、自立
していくことも視野に入れる必要
があろう。現に新興産油国では、
その方向への努力が読みとれる。
２‐１
探　鉱
　図表５に探鉱の代表的技術をま
とめた。各々の技術の特長を生か
した探鉱方法で、試掘する場所を
特定する。特に場所決定の最終段
階の技術に位置する人工地震を使
った地震探査という手法は重要で
あり、ハードおよびソフトの技術
の改良・進歩が図られている。
２‐２
掘　削
　現在、ロータリー式掘削機が試
掘や生産坑の掘削に使用されてい
る。図表６にその機構をまとめた。
掘削機の先端には表紙カラー図１
段目に示すようにビットが設置さ
れており、ビットの掘削方向や速
度を地層に合わせる最適化制御
が大切であると同時に、ビット
の材料ならびに構造も、掘削の精
度、効率、寿命にとって重要であ
る。ビットは複雑な構造をしてお
り、材料開発技術と精密な機械工
作が必要となる。
　掘削は、泥水を掘管に沿って循
環させる。泥水は水、ベントナイ
ト、粘性調節剤、濾過性調節剤、
潤滑剤、イオン調節剤、PH調節剤、
および密度調節剤（バライト）で
構成された水スラリーである。そ
の機能は掘屑を地表に運び上げ、
地下の情報を伝達する。これによ
って物理探層が可能になる。この
際、汚水は地層の崩壊を防ぎ、地
層内の流体の噴出を防ぎ、ビット
を冷却し、ドリルステムを潤滑す
る等の役割を果たす。従って、泥
水の発達によって高深度掘削が可
能になったと言える程重要な役割
を果たしている。陸上掘削、海上
プラットフォームに加えて、ビッ
トと地上を結ぶ管も、その作動、
情報伝達、強度等を含めた材料・
構造が高度技術の結実である。要
素技術としては掘削坑壁の安定化
等、土木技術も含まれている。
　表紙カラー図２段目に主な海洋
石油掘削リグの構造を示した。図
はセミサブマージブル（半潜水型）
リグである。浮体面積を相対的に
小さくして波による上下部を少な
くして、高波時でも安定して掘削
ができる。錨と係留索で位置を保
持している。
　表紙カラー図３段目に示すよう
な海上掘削装置も実用化されてい
る。設置場所の地形、海洋の状況，
気象や環境に合わせて、コストパ
フォーマンスの高い装置が選ばれ
ている。大型海上海中海底構造物
として、海洋土木の華と言える。
【表紙カラー図１段目】掘削ビットの構造
文献３）（P. 20）
図表５　探鉱技術の概略
事前調査
文献調査、購入資料による地質的評価
治的・経済的立地調査
資源探査
探査衛星を利用したリモートセンシングにより地表状況
から堆積含地を見出す
物理探査
（重力、磁力）
広範囲の地域の重力や磁力を測定して、地下地質構造
を推定し、周囲の重力や磁力の異なる堆積含地の概略
を把握
地震探査
人工地震を起して、発射された波が地層界面で反射され
た反射波を地震計で捉え、地下の地層境界面の深度や形
状を調べる。海上では圧縮空気を、陸上では火薬の爆発
や鉄板の振動を地震源とする。観測された反射波は、デ
ジタル化し、電子計算機処理する
文献２）をもとに著者が作成
掘削機の機構 掘管やケーシングパイプを上下する機構
回転機構
ロータリーテーブルを通して、掘管およびビットを回
転する機構
泥水循環機構
地下の圧力に対抗する流体封止、石油やガスの暴噴を
防止すると同時に、井壁の崩壊を防止する。泥水の循
環により、掘層を地上に運び出す
安全・防噴機構
石油やガスの突噴をもたらす油井内の圧力を密封する
機構
図表６　掘削機械の機構
文献２）をもとに著者が作成
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２‐３
検層技術
　試掘によって坑内の種々の検層
が可能になり、油層・ガス層の
存在が直接あるいは予知できる。
検層技術を図表７にまとめた。
図表８に各検層技術の内容を要
約した。泥水、コア、ワイヤーラ
イン検層が実施されており、各々
の検層技術を得意とする専門企業
がある。貯留層に当れば、試油あ
るいは試ガスも実施され、流体の
種類・濃度に加えて、流体圧力、
浸透率、流速から生産能力も推定
可能になる。
２‐４
生　産
　地下から回収した石油や天然ガ
スを油とガスに分離し、さらに
水分・塩分を除去して製品にな
【表紙カラー図２段目】　主な海洋石油掘削リグ
文献３）（P. 24）
【表紙カラー図３段目】　いろいろな掘削装置
文献３）（P. 25）
図表７　油層評価法
文献３）（ P. 28、29）
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る。貯留層まで掘削した生産井
へ原油あるいはガスを流入させ、
油井鋼管を通して地上の通称クリ
スマスツリーと呼ばれる坑口制御
装置を経て、分離装置および貯油
タンクに送り込まれる。坑口制御
はバルブと流量制御のための温度
計および圧力計チョークで構成さ
れている。
　生産井には自噴井、ポンプ採油
井、ガスリフト採油井がある。自
噴井は貯油層のガスや水圧によっ
て油が自然に押し出される井であ
る。生産とともにこの圧力が低下
するので、原油をポンプで汲み上
げるか、ガスの装入により油の比
重を軽くして自噴を助けるなど、
汲み上げやすくする工夫をして採
油する。
3   探鉱・開発・生産に関する技術の進歩蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　２章で探鉱・開発・生産の技術
の概略をみたが、今後展開する技
術進歩の方向を考えれば、そのニ
ーズとシーズを結ぶ工学とその
基盤科学を俯瞰することが有意
義である。図表９は藤田教授（芝
浦工業大学）による技術鳥瞰図
である。ここに示される科学と
技術の総合性と同時に、先端性お
よび将来の方向性を的確に把握し
た発想、実証、実用、商用改善の
検証のサイクルを回し続けること
が必要である。
３‐１
探鉱技術の最新技術
　図表 10は探鉱技術の進展を示
す。地質学等の科学に立脚する
探鉱技術は 20世紀初頭に始まり、
1930年頃から地球物理学を利用す
る地下構造推定が実施されるよう
になっている。最近の電子計算機
の能力向上、膨大なデータの蓄積、
解析システムおよび数値モデルシ
ミュレーションを利用すれば、地
質ならびに油層が精密に描かれ、
資源生産の将来予測も可能になり
つつある。
　２‐１で注目した地震探査につ
いては、震源と受信機の配置を密
にして、位相の異なる多重反射波
の計測から、地層を３次元表示す
る方法が採用されている。精密測
定により、地層に挟まれた密度差
の大きなガス層の存在も推定でき
るようになっている。
３‐２
掘削の先端技術
　地底深部の資源回収を実現す
る高深度掘削については、1985
年、旧ソ連が北極圏で 12,000m
深度を記録し、現在は、15,000m
を目標に高深度掘削技術が進めら
れている。
　地上障害を避けるため、あるい
は垂直坑から横方向に拡がった油
層から資源を回収するため、傾斜
坑あるいは長偏距水平坑が開発・
実施されている。一本の垂直坑に
対して複数水平坑をもつマルチラ
テラル坑法もすでに実用され、資
源回収の経済性を高めている。
　こうした掘削には、地底位置を
高精度に決定した正確な掘削制御
図表９　石油天然ガス開発技術鳥瞰図
文献４）より
図表８　検層と試油
泥水検層
循環泥水で坑底から地上へ運び上げられた拡屑を検査し、油やガス
を化学的に検出する。
コア検層 地層の岩石・含有物を採取し、化学分析する。
ワイヤーライン検層
掘削完了後、ワイヤーラインを降ろして、地層の物理的性質を連続
的に測定する。電気検層放射能により油層の孔隙率や油の飽和率を
求める。
ドリルステム検層
上記の検層で有望と判定した地層に対して、ゴムパッカーで遮断し、
油やガスを地上に回収する。
試掘井における
油・ガス・水の回収
試掘井ケーシング内の圧力を下げて、油、ガス、水の噴出を誘起し
て地上に回収し、坑底の圧力や生産能力を把握する。
著者が作成
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が要求される。このため、掘削先
端の坑底情報を採取し、地上の制
御システムにフィードバックする
MWDが実用化され、衛星情報を
用いた位置決定、掘削端での迅速
な情報収集、制御プログラム、対
比すべきデータベース自動制御
等、開発は止まることなく進化し
ている。
　さらに、掘削先端におけるビッ
ト荷重、トルク等の掘削パラメー
ター取得に加えて、センサーを設
置して比抵抗やγ線吸収等の地質
情報を取得して、地上に送信する
システムも開発され、掘削と検層
を同時に実行するLWDと呼ばれ
る方法も実用化されている。
　多量の情報の伝送速度を向上
する方法も開発課題であるが、
泥水を媒体とするマッドパルス、
マッドサイレンおよび管伝送の
方式やシステムの開発が進められ
ている。
３‐３
油層評価技術の進展
　坑井から得られる岩石、油、ガ
ス、地層水は、これらの流体の圧
力や移動のデータを取得、分析、
解析し、これに他の地質探査、作
井、検層、油層の情報を併せて、
油田の姿・状況を再現する数値モ
デルの構築、さらに予測シミュレ
ーションがなされ、これらは先端
油層評価法として発展している。
油層内での液体の流動も再現し、
外力（例えば水や炭酸ガスを地上
から送入した時の流動の変化）も
シミュレーションされて、回収率
の向上を予測している。
　油層から採取された試料につ
いて、地底の状況下での物性を
推定する地底油層条件下での物
性計測も実施されている。こうし
た解析を鉱区の複数の坑井につい
て集積すれば、地層・油層の地域
的広がりを示すグラフィック表示
ができる。
　生産作業の経過中、３次元地震
探査や油層評価を繰り返し、時間
変化も合わせて捉えれば、いわゆ
る４次元モニタリングやシミュレ
ーションが可能になる。その延長
上で、油層の生産性や埋蔵量につ
いての将来予測の精度が飛躍的に
向上すると考えられる。
３‐４
開発極限の追求
　資源開発の極限はマントルにも
達する超高深度へ、また、海洋開
発の極限は 2,000 ｍを超える大水
深へ、さらに鉱区は北極圏にまで
拡大している。厳しい自然条件で
の探査や開発に始まって、生産・
輸送も厳しい条件下で継続しなけ
ればならない。その際には環境の
保全も大切な課題となっている。
自然環境に適合した探査・開発・
生産技術およびそこでの材料・シ
ステム等のすべてを技術開発する
ことが今後必要になる。
３‐５
高次回収
（Enhanced Oil Recovery：
EOR）技術
　自然の圧力あるいはポンプで
回収できる石油の量（一次回収
量）は、通常油層内の資源の 20
～ 30％である。さらに回収を継続
するためには、人為的に水（水蒸
気）やガス（ガス圧入）を圧入し、
油層の圧力をあげるが、こうした
二次回収で回収率は 30～ 40％に
増加する。さらに、水蒸気や界面
活性剤を送入して油の粘度を低下
させたり、炭酸ガスを送入して岩
石から油をはがしたり、薬剤や溶
剤で希釈したりすることで、回収
率を40～ 60％に向上させている。
さらに、油層で微生物を繁殖させ
て石油成分を分解したり、あるい
は地下でガス化反応を進めて、回
収率を向上させる試みもある。
　現在こうした回収法の向上が、
図表 10　探鉱技術のあゆみ
文献３）（P. 9）
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可採埋蔵量が増加する大きな要因
となっている。
　生産の経時に伴う油成分の変化
に加えて、地層障害による生産の
低下や停止もありうるが、この場
合、地層障害を水圧や爆発で取り
除く技術も開発されている。断層
を含む複雑地層においては、油層
が分断されていることから、この
ような技術も回収率向上の重要な
手段である。
３‐６
注目される国産技術
　C石油天然ガス金属鉱物資源機
構（JOGMEC）は、次のような技
術を開発し、国内外の開発に適用
して実証を目指している。油層解
析については、ハリーバートン社、
シュランベルジュ社と共同して商
業化を目指している。
盧地下構造イメージング
　断層、亀裂、岩塩ドーム等を
伴う急傾斜で複雑な地下地質構造
を正確に描写することは、地層探
査の通常の解析では困難とされて
きた。しかし、地震探査の解析プ
ログラムを複数組み合わせること
で、複雑な地下地質構造を描写す
るプログラムを開示している。こ
の技術は、小規模ワークステーシ
ョンでの並列計算により地下構造
を解析する技術であり、数多くの
サイトにリンクされ、その効用が
確認されつつある。
盪検層技術
　検層技術では、採取したコア岩
石の分析技術の向上が期待されて
いる。Ｘ線CTスキャナーを用い
て岩石コア内の油水の流動状況を
観察し、岩石内部における流体の
動的挙動が解析される。この技術
によって、中東油田での水攻法回
収向上における水滞留の状況が解
明された。こうした In‐situ 解析
は、油層の現状況を精度よく測定
できる重要な手法である。今後は、
岩石の化学的・物理的構造の対比
と、鉱区全体のモデル化が進んで
いくと想像される。
　坑井壁近傍の地層とその中の
流体の性状を計測する検層の手
段として、中性子照射により水素
原子がγ線を放出することを利用
して、水素原子を検知する方法が
あり、この技術によって、水の存
在が検知できる。パルス中性子
源としては放射性物質が使われて
きたが、電気的に中性子を発生す
るパルス中性子源が開発されて、
LWDツールのひとつに仕上げら
れた。現在シェランベルジュ社と
商業化に向けて実証試験を進めて
いる。
蘯掘削と掘削ツール
　5,000mより深く存在する浸透
性の低い岩相において多段水圧破
砕によりガス層を解放し、この結
果天然ガス生産性を６倍に向上で
き、地下における正確・精密な作
業実施として注目されている。マ
ルチラテラル水平坑への再アクセ
スや水平掘削においては、あらゆ
る方向を高精度に制御できる駆動
システムを持つ掘削装置（マルチ
ラテラルタイバックおよび遠隔動
的方向制御システム）を開発し、
スペリーサン社およびハリバート
ン社と各々共同して実証し、商業
化される見込みである。
　また、硫化水素や炭酸ガス濃度
の高い腐蝕性ガスが多く産出され
るようになっているが、これに対
し、耐久性の高い材料を選定し、
さらに低価格化することが求め
られている。これには、長時間の
実証的な試験が必要とされている
が、含水率、温度、圧力等を再現
した実証条件下での選定試験を実
施し、コスト削減を追求している。
4   近未来の資源開発 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　従来、経済的あるいは技術的に
採掘が難しいと思われてきた地域
での石油や天然ガスも、現在の強
い需要や将来の供給懸念から注目
され、一部は既に採取に向けた開
発が実現され、また、将来に向け
ての準備がなされている。
４‐１
超重質原油の利用技術
　現時点では、留出油成分量が小
さい超重質原油も国際マーケット
に上市されることが現実味を帯び
てきている。アラビアンヘビー、
クウェイトヘビー、マリム原油、
オリノコタール、タールサンドビ
チュメン等が、そうした超重質原
油である。産油国における価値の
増加を目指して、これらの安定し
た生産と適切な軽質化も技術開発
対象となっている。このうちター
ルサンドビチュメンは、シリカと
一緒に露天掘りで採取され、油分
を抽出および回収し、蒸留残油か
らコーカー熱分解によって留出油
を得て、これに軽度の水素化処理
を施して、合成原油として上市さ
れている。今後、埋蔵深度の増加
によって露天堀が難しくなれば、
地下での水蒸気圧入、部分燃焼、
地下ガス化等の新しい回収法も取
り入れる必要が出てくる。一方、
現在の先進国マーケット上市には
高品質精製技術の開発も必要であ
る。こうしたことから、上下流一
体になった回収と精製を一元的に
開発することが必要であり、この
ような一元的開発は今後の日本の
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取り組み課題のひとつである。国
際的参加の増加がすでに始まって
いるが、現在は産油国との将来を
見通した共同開発を指向できる最
後のチャンスであろう。
４‐２
中小ガス田の開発に
ともなう技術開発
　天然ガスの長距離輸送は、パイ
プラインやLNG輸送に拠ってい
る。いずれにしても、インフラの
整備に巨額の先行投資が必要であ
る。生産量の限定的な中小ガス田
は産地消費以外の利用が難しいた
め、開発が見送られているが、経
済的な長距離輸送の手段が開発さ
れれば、商業化できる。これらを
可能にする技術としては、
① 高密度の吸着材に吸蔵させた輸
送、あるいはメタンハイドレー
トスラリーにして輸送
② 天然ガスからのジメチルエーテ
ル（DME）、炭化水素など低圧
下で液化する化合物へ転換して
輸送
などが挙げられる。
４‐３
メタンハイドレートへの
注目について
　メタンガスが一定の割合で水と
混合してシャーベット状になって
いるものがメタンハイドレートで
あり、大水深海底の地層に大量に
埋蔵されていることが確認されて
いる。日本近海を含む世界各地の
深海に大量に賦存することが認め
られているため、将来の天然ガス
資源として認識されている。図表
11は、世界の深海底でメタンハイ
ドレートの存在が認められる海域
を示した。
　しかし、氷を融解せずにメタ
ンハイドレートからメタンのみを
低エネルギー消費高効率回収でき
る技術はまだ開発されていない。
また、深海や極地に多量存在す
るメタンハイドレートの採取は
事実上難しい。さらに、メタン
の大気放出は、環境への影響が
極めて大きいので、回収にあた
っては環境負荷を増加させない細
心の注意が必要である。科学的・
経済的に、冷徹な視点で、メタン
ハイドレートの回収の基礎基盤研
究にあたるべきで、夢の資源とい
ったようないたずらな幻想は排除
しなければならない。
図表 11　世界のメタンハイドレートの賦存地域
文献５）（P. 31）、Kvenbolden 1999 より
5   世界の資源開発状況と日本の取り組み蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　世界の資源開発は、依然、エク
ソンモービル（米）、シェル（和蘭）、
BP（英）、トタル（仏）、コノコ・
フィリブス（米）、シェブロン（米）
のメジャーおよび準メジャーと呼
ばれる各企業が主導的である。最
近は、投資額が伸び悩んでいると
言われるが、それでも 40 ～ 100
億ドル（2004年）に達する各社の
探鉱開発費は圧倒的である。
　米国は、エネルギー独立計画の
もと、エネルギー省（DOE）も上
流技術開発にも力を入れており、
1500m以上の水深度開発を進める
方針を打出し、同時に開発の基礎
基盤となる研究にも多額の資金支
援を決定している。技術開発項目
としては、砂岩、石炭層からの天
然ガス回収、5,000m以深の大深度
ガス回収、環境負荷の小さいボー
リング等が例示されている。
　一方、中国石油天然気株式会社
は 80億ドルに達する巨額の投資
をもって国内外で開発を進めてお
り、前記メジャーの一角を占める
勢いである。日本海域、ベトナム
の海底開発、カザフスタン、アル
ジェリア、ナイジェリア、ブラジ
ル等の海外開発にも積極的で、技
術習得から自主技術開発への移
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行期にある。さらに、これに中国
石油化学株式会社、中国海洋石油
開発株式会社の２社が追随してい
る。2004年、中国科学技術部の資
源環境分野重要課題 20のなかに
は、深海での石油ガス探査および
そのキー技術、ガス・液体・石炭
資源地質の各探査理論とそれらの
技術、海洋での石油ガス資源開発
の安全保障技術が挙げられ、国家
としてこうした研究に注力する方
針が伺える。
　インドも急速な経済成長に伴
い、石油・天然ガスの需要が急速
拡大しており、国営インド石油天
然ガス会社、国営インド石油およ
びリライアンス・インダストリの
国営および市営企業が、自国周辺
の天然ガス開発および世界各地で
権益を取得し、油田開発も積極的
に進めている。現時点では提携合
弁の事業が中心と見られるが、鉄
鋼産業の急速な成長の例をみる
と、上流の技術習得や自主技術開
発およびその実用化もそう遅くな
い時期に開始するであろう。中国
との厳しい競争が、すでに予見さ
れている。
　タイ国営石油ガス公社、シンガ
ポールのゲッペルコーポレーショ
ン、インドネシアのブミ・リソー
シス・メデュ・エナジー、マレー
シアのペトロナス等の国営石油企
業や石油開発技術企業の成長も目
覚しい。これらの企業規模は日本
の新日本石油譁や国際石油開発譁
に匹敵する迄になっており、海外
展開を加速している。
　ブラジルは、南米第２の産油国
として、年５億バレルの原油生産
を突破している。国営会社ペトロ
ブラスは同国の上流部門を独占し
て、リオデジャネイロ沖の水深
1,400 ｍに達する大水深海底開発
を行っている。生産コストは平
均 $10 ～ 14 ／バレルと安くはな
いが、すでに自主技術による開発・
生産体制を構築していると言われ
ている。2005年には自給率100％
を越え、輸出国になる見込みで、
上下流の技術開発も加速されよう。
　我が国も国の指導のもと、技術
力と大きな市場を武器に、上流部
門での存在価値を高め、図表 12
のように世界各地で原油獲得を
目指してきた。地下深部の生産技
術や先端技術の応用など技術的な
図表 12　わが国の石油開発会社の主な海外石油開発プロジェクト
文献１）（P. 28）
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強みもあるが、世界で大油田開発
オペレーターとしての実績は少な
く、産油国政府との結びつきも強
くないことから、メジャーの巨大
さと新興国の勢いを前に、劣勢感
が拭えない。このような状況下で
力を発揮できるような人材の不足
も懸念されている。こうした情勢
のなか、JOGMECが委託した譛
石油開発情報センター：石油開発
技術戦略検討委員会（委員長、藤
田和男 東京大学名誉教授）は、
図表 13のような石油ガス開発技
術の開発目標を揚げている。残念
ながら、これまでのところ、この
目標に向かって強力な推進が施策
されたとは聞いていない。今後、
この分野の科学・技術と、その実
用・商用を実行する産業のあり方
について議論が深まることを期待
したい。
盧産業力の強化
　現在、石油精製・生産の分野の
企業の再編を通して、上下流一帯
化した一定規模の産業が形成され
る気運が生まれている。日本の社
会において、その重要性が認知さ
れ、世界規模の影響をもつ資本、
技術、交渉力の蓄積を目指す必要
がある。この際、探査、開発、生
産技術の実証および実用化を通し
て、競争力のある上流技術を世界
に発信できる強力な石油産業構造
の構築を、国とともにその投資家
としての国民が真剣に考えていた
だきたい。
盪上流技術の継続的進歩の必要性
　日本の幅広い先端科学と技術を
背景に、総合科学として上流技術
開発を展開する必要があり、特に、
高深度水深部開発の技術に取り組
むべきである。また、超重質原油
も開発の重点的対象になろう。
　ロボット、通信、制御、センシ
ング情報処理、高精度高耐久性の
機械・材料に関する技術開発を積
極的に進める必要があり、これら
が、石油資源の遠隔探知技術に発
展していくだろう。
　さらに、上流技術と関連した地
球物理、地球化学、界面化学、化
学工学の強化と、それらの実用技
術への積極的貢献を進め、探鉱・
開発・生産の技術にこれらの新
しい科学を導入していく必要があ
る。最近建造された深海掘削船ち
きゅうには世界に誇る最新の探査
船であり、人類未踏のマントル掘
削する研究と融合して、日本近海
大水深や大深度地下の地質構造の
徹底した調査を資源探査に結びつ
ける努力を期待する。
蘯人材の養成・確保
　石油・天然ガスの資源の存在す
る世界の場所で活躍できる人材の
図表 13　石油・ガス開発技術の開発目標
テーマ名 個別課題名
１．探鉱成功率の向上
①石油情報の統合化
②地質モデルの高度化
③地質探査技術の高精度化
④物理探査技術の高精度化
⑤炭化水素直接探知法の開発
２． 既発見油・ガス田の回収率の向上
①高精度油層評価技術
②生産性向上技術
③増進回収技術
３．コスト削減
①三次元自沈探鉱コストの軽減
②掘削コストの軽減
③生産コストの軽減
④新しい掘削・生産システムの開発
４．ガスの有効利用
①LNGコストおよび天然ガスコストの低減
②ガス液体燃料化技術
５．非在来型石油資源の開発
①オイルシェール開発技術
②超重質油開発技術
③メタンハイドレート探鉱開発技術
④水溶性天然ガス最適開発技術
６．地球環境保全
①環境負荷低減技術
②環境影響評価技術
③流出油対応技術
石油開発情報センター石油開発技術戦略検討委員会報告（JOGMEC委託）より
6   提　言 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　我が国においては、石油・天然
ガスの上流部門における産業と技
術において、米欧メジャーに比肩
することは不可能であるとの悲観
論が依然として支配的である。新
興国の目覚しい成長、技術の内製
化を見るにつけても、手をこまね
く以外に方法がないとの自嘲もあ
る。しかし、我が国が今後も科学
技術立国を国是として、21世紀前
半を生き抜くためには、石油・天
然ガスの確保と技術維持は不可欠
である。石油・天然ガス資源の上
下流において、世界に発信できる
技術と、それを支える科学を力強
く展開していくべきであるし、同
時に、それらを駆使できる産業の
強力化も必須である。ここでは、
日本人の叡知と胆力が問われてい
る。エネルギー総合戦略の対象と
して石油・天然ガスを捉えるうえ
で、下記の３点を提言したい。
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養成は、日本にとって緊急の課題
である。国内外の企業・大学研究
機関でも、科学技術の知識と開発
力およびビジネスマインドを持っ
て世界中の多種な民族と付き合え
る日本の人材が必要である。
　このために、国内の大学・企業
が連携し、理工学の幅広い素養と
創造性を持った活力のある大学卒
業者を 100 人／年程度の規模で、
国際的に評価される人材へ養成す
るプログラムが必要である。経験
と実績によって裏打ちされた最先
端技術だけでなく、民族の対立や
国際的な権益競争を乗り越えて開
発業務を行い、世界に挑戦してい
く気概を持つようなタフな人材の
養成を発想するべきである。その
際には、世界的にすでに評価を確
立している諸外国の大学、研究機
関や企業の助けを必要とする現状
を認識しなければならない。この
分野においては、急速発展国さら
に発展途上国に恩恵を与えるかの
思い上がりは捨て、我が国が世界
に学ぶ姿勢も必要である。そうし
た人材の受皿が国内企業にあるこ
とが望ましいが、世界で活躍でき
る広い視野をもった人材の養成を
目指すべきである。日本が世界の
必要とする人材の輩出とその養成
の場としての大学院や研究機関を
整備することは、国と教育機関に
加えて産業の任務である。
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